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１．柏市産業振興戦略ビジョンとは 

（１） ビジョンの目的 

  我が国を取り巻く社会経済環境は，本格的な人口減少社会の到来や少子高齢化のさらなる進展，

経済のグローバル化や情報通信技術（ICT）の進展など，大きな変化の最中にあります。 

こうした中で，自立した自治体として，持続的に発展をしていくためには，時代の変化に適応

した産業振興の形が求められます。 

そこで，これまでの取組や新たな社会構造・産業構造の変化を勘案し，柏市の強みを活かした

産業の中長期的な方向性を示すため，「柏市産業振興戦略ビジョン」を策定しました。 

（２） ビジョンの位置づけ 

「柏市産業振興戦略ビジョン」は，主に製造業，商業，農業，観光を中心とした産業振興に関

する計画であり，上位計画の「柏市第五次総合計画（平成 28 年 3月策定）」に掲げる将来都市像

「未来へつづく先進住環境都市・柏」を実現するための重点目標のひとつである「地域の魅力や

特性を活かし，人が集う活力あふれるまち」を実現するための総合的かつ具体的な指針として策

定するものです。また，策定にあたっては，柏市の産業振興における関連政策との整合性を図り

ます。 

 

＜「柏市産業振興戦略ビジョン」の位置付け＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） ビジョンの計画期間 

「柏市産業振興戦略ビジョン」の計画期間は，平成 31 年度（2019 年度）から平成 35 年度

（2023 年度）までの 5 年間とします。本市を取り巻く社会情勢や産業動向などに変化があった

場合は迅速に対応し，必要に応じて計画内容の見直しを行います。 

  

【柏市の産業振興関連政策等】 

 

●柏市観光基本計画（平成 26年度） 

●柏市都市農業活性化計画（平成 27年度） 

●柏市地域未来投資促進法に基づく基本計画（平成 29年度） 

●柏市第五次総合計画（平成 27年度 ）    

 ●柏市地方創生総合戦略（平成 27 年度） 

●柏市産業振興戦略ビジョン（平成 31年 3 月） 

［計画期間：平成 31 年度～平成 35 年度］ 

・ 柏セントラルグランドデザイン（平成 30年度） 

・ 柏の葉キャンパス新産業創造ビジョン（平成 30年度） 
連 携 

柏市の計画 

民間等の計画 
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２．現状と課題 

（１） 我が国の産業構造の変化と国の対応 

１） 我が国を取り巻く状況変化 

①人口のトレンド 

我が国の総人口は平成 27 年（2015 年）で１億 2,709 万と，国勢調査の開始以降，初めて

減少に転じました。また，国立社会保障・人口問題研究所の推計によれば，今後も人口の減少

が進むと推測されており，2045 年には 1 億 642 万人まで減少と，平成 27 年国勢調査時よ

りおおよそ 16.3％減少する見込みです。 

人口減少とともに少子高齢化も進んでおり，高齢化率が 25％を超える現状となっているとと

もに，生産年齢人口も 2045 年には現在から約 38％減少する見込みとなっています。これに

伴い，若年層を中心とした人材不足や財政収入の減少，消費市場の縮小等の課題が噴出してお

り，今後さらにこれらの課題が深刻化するものと考えられます。 

 

 

 

 

 

  

12.5％ 12.0％ 11.5％ 11.1％ 10.8％ 10.8％ 10.7％

60.8％ 59.1％ 58.5％ 57.7％ 56.4％
53.9％ 52.5％

26.6％
28.9％

30.0％
31.2％

32.8％
35.3％

36.8％

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年

千人

0～14歳 15～64歳 65歳以上

推計値実績値

▲年齢３区分人口推計（全国） 
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②産業と情報のグローバル化 

近年の新興国※の経済発展に伴い国家間の競争が激化する中，国内企業の海外進出が進み，現

地に事業所を設置する法人の数が増えています。非製造業においては，卸売業・小売業を中心

に事業所数の増加が見られ，製造業では従業者数の増加が続いています。これは，新興国※を中

心とした人件費コストが比較的安価な国で活動を行う企業が増えていることを示していると考

えられ，海外生産・販売といった産業のグローバル化がこれまでと同じく今後も進んでいくこ

とが予想されます。 

また，近年，情報通信ネットワークのグローバル化の動きが着実に進展しています。地理的

な距離を克服し，離れた場所であっても瞬時に情報のやりとりが可能であることが情報通信ネ

ットワークの特長ですが，多くの団体や個人において，情報通信ネットワークを活用し，国境

を越えて，メール，電話，ビデオ通話等を介したコミュニケーションやデータのやりとり等を

行っています。 
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③産業構造の変化   

我が国のGDP の産業構成を見ると，製造業が 21.2％と最も大きく，続いて卸売業・小売業

が 13.8％，不動産業が 11.4％と大きくなっており，これらの３つの業種で産業活動の生産額

のおよそ半分弱程度を占めています。 

平成 17 年から平成 28年の産業別 GDP の業種別のシェアを見てみると，製造業，情報通信

業，不動産業，専門・科学技術，業務支援サービス業，保健衛生・社会事業などの伸びがみら

れていますが，卸売業・小売業，宿泊・飲食サービス業等についてはシェアが低下しています。 

第３次産業の中では，情報通信業や専門・科学技術，業務支援サービス業，保健衛生・社会

事業の存在感が高まっており，サービスの情報化・知識化や高齢化に伴う医療・福祉需要が拡

大していることが考えられます。 

 

 

 

 

 

  

▲我が国の産業別 GDP のシェアの推移 

（出典：平成２８年度 国民経済計算年次推計） 
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④新たな技術の進展 

新たな技術として IoT※，ビッグデータ※，AI※等といった第４次産業革命※による変革は従来

にないスピードとインパクトで進行しています。IoT：（Internet of Things：モノのインター

ネット）は，世の中に存在するあらゆるものをネットワークでつなごうというコンセプトです。

IoTの進展等により大量に蓄積される膨大なデータを指すビッグデータ※を高度な分析が可能な

AI：（Artificial Intelligence：人工知能）により解析する，といった一連の分野に高い注目が集

まっています。また，ロボットや小型無人機（ドローン）の産業利用に向けた取り組みも進め

られています。 

 

 

 

 

  
▲AI における研究開発分野の例 

（出典：JETRO｜米国における人工知能の動向（2016.5）） 

▲IoT の活用事例 

（出典：JETRO｜米国における IoT（モノのインターネット）に関する取組の現状（2015.8）） 
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▲民間企業等の取組例① 

（出典：日本再興戦略 2016 これまでの成果と今後の取組） 

▲民間企業等の取組例② 

（出典：日本再興戦略 2016 これまでの成果と今後の取組） 
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⑤E コマース※市場の拡大による消費者の購買スタイルの変化 

ICT 技術の発展に伴って，消費者向けの E コマースの規模は年々拡大しており，日本国内に

おけるその市場規模は平成 22 年（2010 年）の約 7.8 兆円から平成 28 年（2016 年）には

約 15.1 兆円へと，約 1.9 倍となっています。 

Ｅコマース市場の成長要因としては，モバイルコマース※が挙げられます。急速に普及するス

マートフォンやタブレット端末等のモバイル端末を利用し，商品の検索から決済までを行う習

慣が広く普及しています。店頭に行かずにモノやサービスを購入する人が増えることにより，

店頭販売を行う事業所にとっては客数減少の一因となっていると考えられます。 

  
▲消費者向け（B to C）の E コマース市場規模の推移 

（出典：経済産業省｜平成 28 年度我が国経済社会の情報化・サービス化に係る基盤整備（電子取引に関する市場調査）） 
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⑥その他の分野のトレンド 

様々な経済社会環境の変化のうち，特に本ビジョンに関わる「観光分野」「農業分野」の動向・

トレンドについて整理します。 

＜観光分野＞ 

観光は「地方創生」への切り札，成長戦略の柱であり，「明日の日本を支える観光ビジョン（平

成 28 年 3 月）」および「観光ビジョン実現プログラム（平成 30年 6月）」等に基づき，観光

先進国の実現に向け，各種取組を進めていきます。 

 

 
 

 

  

▲国における今後の観光の取組 

（出典：日本再興戦略 2016 これまでの成果と今後の取組） 
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＜農業分野＞ 

農業人口の減少等に伴う農林水産分野の生産額減少が懸念されてます。また，世界的に貿易

自由化（FTA）※を推し進める傾向の中，平成 30 年，TPP※発効により TPP 参加国の農産物

が現在よりも廉価に輸入されることが長期的に進むことを想定すると，さらに大きく国内農産

物の生産の縮小が懸念されます。 

これに対し，農林水産業の生産性を高めていく必要があり，国として，農林水産業全体で先

端技術の実装を行う「スマート農林水産業」を速やかに進めていくことを宣言しています。 

 

 

 

  

▲国における今後の農業の取組 

（出典：未来投資戦略 2018 「Society 5.0」「データ駆動型社会」への変革） 
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２） 国の産業政策の動向について 

① 未来投資戦略 

平成 24 年 12 月に始まった第 2 次安倍政権により掲げられた「アベノミクス※」における第

三の矢にあたる「日本再興戦略」が平成 25 年 6 月に閣議決定されてから毎年改定がされてお

り，平成 29 年から「未来投資戦略」として公表されています。平成 30 年 6 月に閣議決定さ

れた「未来投資戦略 2018」では，”『Society 5.0（後述）』『データ駆動型社会』への変革”と

銘打ち，ビジネスの基盤となるサービスや製品を提供する米国や中国の一部の企業が，膨大な

顧客データを独占する「データ覇権主義」への危機感を強調しており，日本の AI やロボットに

対する高い技術力や少子高齢化への対応における「課題先進国」としての強みを生かす必要性

を訴えています。 

 

＜政府が目指す「Society5.0」の姿＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜重点分野＞ 

● 次世代モビリティ・システムの構築 

● 次世代ヘルスケア・システムの構築 

● エネルギー転換・脱炭素化に向けたイノベーション 

● FinTech※/キャッシュレス化 

● デジタルガバメントの推進 

● 次世代インフラ・メンテナンス・システム/PPP・PFI※手法の導入加速 

● 農林水産業のスマート化 

● まちづくりと公共交通・ICT 活用などの連携によるスマートシティ※ 

● 中小・小規模事業者の生産性革命の更なる強化 
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＜経済構造革新への基盤づくり＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Society 5.0は，狩猟社会（Society 1.0），農耕社会（Society 2.0），工業社会（Society 3.0），

情報社会（Society 4.0）に続く，新たな社会を指すものとして，日本政府が提唱している概念

です。サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステム

により，経済発展と社会的課題の解決を両立する，人間中心の社会（Society 5.0）の実現をめ

ざしています。Society 5.0 の実現により，IoT※を通じて人とモノがつながり，様々な知識や

情報が共有され，今までにない新たな価値を生み出すことをめざします。また，AI 技術により

目標達成するために必要な情報を選択し，ロボットや自動走行車などの技術で，少子高齢化，

地方の過疎化，貧富の格差などの課題が克服されることが期待されます。 

 

 

▲Society 5.0（出所：内閣府HP） 

▲未来投資戦略 2018 の概要（抜粋） 
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② AI 産業・ビジネスネットワークの構築 

経済産業省 関東経済産業局では，AI を活用したモデルプロジェクトを創出することを目的に，

柏市エリアにおいて，地域に集う AI 活用企業，AI 研究者，支援組織等を巻き込んだ AI ビジネ

ス創出に向けたネットワークの形成やAI活用促進を促すためのワークショップ等のイベント実

施する「AI 産業・ビジネスネットワーク形成事業」を実施しています。 

 

  

 

 

 

  

▲AI 産業・ビジネスネットワーク形成事業の概要 

（出所：グローバル・ネットワーク協議会HP） 
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③ 総合特区 

総合特区制度は，産業構造及び国際的な競争条件の変化，急速な少子高齢化の進展等の経済

社会情勢の変化に対応して，産業の国際競争力の強化及び地域の活性化に関する施策を総合的

かつ集中的に推進することにより，我が国の経済社会の活力の向上及び持続的発展を図るため，

平成 23 年 8 月に施行された「総合特別区域法」に基づき創設された制度です。総合特別区域

には，我が国の経済成長のエンジンとなる産業・機能の拠点形成等による国際競争力の強化を

図る「国際戦略総合特別区域」と，地域資源を最大限活用した地域活性化の取組により地域力

の向上を図る「地域活性化総合特別区域」があり，指定した地域に対し規制の特例措置を中心

に税制・財政・金融上の支援等を複合的に実施するものです。 

柏市は「地域活性化総合特別区域（総合特区）」に対して，4 組織（三井不動産株式会社，ス

マートシティ企画株式会社，柏の葉アーバンデザインセンター，TX アントレプレナーパートナ

ーズ）と共同で提案申請を行い，平成 23 年 12 月 22 日，内閣総理大臣より当申請が採択さ

れ，柏の葉キャンパスを中心とする柏市全域が対象地域として指定を受けました。 

柏の葉キャンパスにおいては，「都市経営」，「地域エネルギー」，「地域の健康・介護」の 3 軸

を通じて，エネルギー・地球環境問題や，超高齢社会における医療・介護の問題など，都市が

直面している重要課題に対して，大学を中心とする「知」の連携により解決策を構想・提案し，

そこから新たな「知」「産業」「文化」を生み出します。また，市民や企業を中心とする地域の

主体がこれらの実践を持続的・自律的に担うことで，誰もがまちづくりに参加でき，生き生き

と暮らせる街の実現を目指します。このような，創造的かつ持続的・自律的な未来型の都市経

営として，「公民学連携による自律した都市経営」のモデルを構築していきます。 

 

④ 環境未来都市 

「環境未来都市」構想は，未来に向けた技術，仕組み，サービス，まちづくりで世界トップ

クラスの成功事例を生み出し，国内外への普及展開を図るために，内外に誇れる「緑豊かな，

人の温もりの感じられる」まちづくりのもと，「事業性，他の都市への波及効果」を十分に勘案

し，スマートグリッド※，再生可能エネルギー※，次世代自動車を組み合わせた都市のエネルギ

ーマネジメントシステムの構築，事業再編や関連産業の育成，再生可能エネルギーの総合的な

利用拡大等の施策を環境モデル都市等から厳選された戦略的都市・地域に集中投入されるもの

です。 

柏市は環境未来都市に対して，6 組織（国立大学法人東京大学，国立大学法人千葉大学，三

井不動産株式会社，スマートシティ企画株式会社，柏の葉アーバンデザインセンター，TX アン

トレプレナーパートナーズ）と共同で提案申請を行い，平成 23 年 12 月 22 日，内閣総理大

臣より当申請が採択され，柏の葉キャンパスを中心とする柏市全域が対象地域として指定を受

けました。 

柏の葉キャンパスにおいては，「公民学連携による自律した都市経営」をテーマとして，環境・

エネルギー問題に対する「スマートシティ※」，超高齢化社会に対する「健康長寿都市」，持続的

な都市経営・日本経済再生を担う「新産業創造都市」という 3 つの課題解決モデルを軸に据え，

その実現に向けた新たな取り組みと，必要となる規制緩和や税制措置，財政支援等を行います。  
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▲柏の葉キャンパスの未来像イメージ（出所：内閣府HP） 

▲柏の葉キャンパスが目指す「公民学連携による自立した都市経営」イメージ 

（出所：内閣府 HP） 
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（２） 柏市産業の状況と TOPICS 

①先端研究施設・連携拠点の集積 

 
 

■ トピックス 
 

柏の葉エリアは，全国的にも有数の支援機関，研究機関が集積する地域であり，近年，

新たな施設やプロジェクトが相次いで設立され，新技術や新産業の集積が図られています。 

特に，AI や IoT※等第 4次産業革命分野の技術の進展は，今後，あらゆる分野に波及す

ることが見込まれ，全産業の共通基盤として，業務の効率化や生産性の向上，新産業の創

造等の変革が見込まれます。 

● AI 研究拠点 

平成 30 年 11 月に，国立研究開発法人産業技術総合研究所（産総研）は，柏の葉地

区にある東京大学柏キャンパスⅡ内に，柏センター（AI グローバル研究拠点）を設立

しました。同センターでは，Society5.0 の基盤をなす「人間拡張技術」を中核として，

産学官一体の研究拠点を構築し，AI 技術の社会実装の加速化を目指して，様々な研究

が行われる予定です。 

● 主な研究施設・連携拠点 
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● 主なプロジェクト 

◆ AI 新産業ネットワーク 

＜概 要＞ 

AI グローバル研究拠点，オープンデータ※プラットフォーム，地域コミュニティと

連携し，AI 活用ネットワークを構築して，新たなビジネスや経済社会システムへの多

様なアイディアの創出とその具体化を推進する。 

 

＜参 画＞ 

・主体：経済産業省関東経済産業局 

・コーディネーター：TEP 

・大日本印刷㈱，まくら㈱，ドローンワークス㈱，㈱フジクラ 他 

・産総研，柏市 

◆ メディカルデバイスイノベーション in 柏の葉 

＜概 要＞ 

国立がん研究センター東病院を核とした医療機器イノベーションのエコシステム構

築を目指す。 

 

＜参 画＞ 

・主催：国立がん研究センター東病院，東大柏ベンチャープラザ（中小機構），TEP 

・後援：厚生労働省，経済産業省 他 

・協賛：三井不動産㈱，LINK-J 他 

◆ 柏の葉 IoT ビジネス共創ラボ 

＜概 要＞ 

IoT の事業会社やフィールド提供者が参画し，柏の葉における IoT プロジェクトの

実証実験・実装を支援することで，製品・サービスの普及・事業化を目指す。 

 

＜参 画＞ 

・幹事企業・事務局：ドローンワークス㈱，三井不動産㈱ 

・事務局：日本マイクロソフト㈱ 

・参画企業：大日本印刷㈱，まくら㈱ 他 

・運営協力：UDCK，柏市，TEP，東大 FC 

◆ 柏の葉キャンパスタウン構想委員会「新産業創造部会」 

＜概 要＞ 

AI・IoT 分野とライフサイエンス※・メディカル分野における新産業創造の推進。柏

の葉における実証フィールドの構築・提供や情報発信を通じて関連分野の集積を目指

す。 
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＜参 画＞ 

・コアメンバー：UDCK，柏市，株式会社三井不動産 

・参画メンバー：国立がん研究センター東病院，東大柏ベンチャープラザ，TEP，千

葉県，東葛テクノプラザ，柏商工会議所 
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②商業（中心市街地） 

 

 

■ トピックス 

● 中心市街地の再開発 

柏駅周辺地区は広域商業拠点として認知されている一方で，近年は郊外への大型店

の立地等の影響により賑わいにかげりが見られています。市街地再開発事業等の計画

においては，道路・広場などの都市環境整備とともに，商業・業務施設の集積を図り

中心市街地の魅力を高めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ● 「柏セントラルグランドデザイン～柏駅周辺基本構想～」の策定 

柏駅周辺のまちづくりのプラットフォームである柏アーバンデザインセンター

（UDC2）において，駅 500m圏内の２０年後のまちの将来像を描いた柏セントラル

グランドデザインが策定されました。この計画では，描いた将来像を実現化するため

4 つのテーマと 15 の戦略を定め，柏セントラルに関わる様々な主体がそれぞれ果た

すべき役割について示されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▲柏セントラルのまちづくりの 4 つのテーマと 15 の戦略 

▲柏駅周辺の様子 
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  ● 柏駅周辺大型店の小売年間販売額の推移 

柏駅周辺の大型店の販売額は，郊外型複合商業施設の立地や E コマース市場が顧客を

集めていること等により年々減少していますが，平成 28 年 9月にそごう柏店が閉店し

たことから，さらに減少しています。 

 

 
 

 

 

 

  

▲柏駅周辺大型店の年間販売額（推計値）の推移 

（出所：平成 29年度 認定中心市街地活性化基本計画のフォローアップに関する報告） 
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■ データ・統計 

● 商圏人口の減少 

平成 28 年度の柏市の商圏人口は，つくば市（人口：22 万人）が商圏から外れた

こともあり，平成 23 年度に比べ 15万人減少し，237 万人になっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 吸引率（人口）の推移 

柏駅周辺及び柏の葉キャンパス駅周辺の吸引率は，平成 23 年度に比べて減少して

います。一方，平成 23年度調査時点にはなかった「セブンパークアリオ柏（平成 28 

年 4 月 25 日開業）」が柏の葉キャンパス駅周辺を上回る 4.0％の吸引率を有してい

るほか，「イオンモール柏」（3.2％）や「モラージュ柏及びその周辺」（1.7％）も吸

引率が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▲柏市内各地域・施設別の吸引率 
（出所：平成 28年度 柏市商業実態調査） 

▲セブンパークアリオ柏 

▲柏市の商圏の範囲（出所：平成 28年度 柏市商業実態調査） 
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③製造業 

 

■ トピックス 

● 地域未来投資促進法に基づく計画書の国の同意 

地域未来投資促進法は，地域の特性を生かし，高い付加価値を創出することにより地 

域経済を牽引する事業「地域経済牽引事業」を実施する民間事業者等を国と都道府県・

市町村が一体となって支援するものです。 

柏市は千葉県と共同で基本計画を作成し，平成 29 年 9 月 29 日に国の同意（第 1 号 

認定）を得ました。本計画に基づき，柏市はより一層，AI・医工連携・地域資源を活用

した産業・観光の発展を目指していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▲柏市の地域未来投資促進法に基づく計画書（概要版） 
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■ データ・統計 

● 製造業の事業所数・従業員数の減少 

柏市の製造業分野の事業所数は 10 年間で 32％減しており，従業員数は 10 年間

で 36%減少しています。 

 

    

 

 

 

 

● 柏市製造業の稼ぐ力・効率性 

柏市の製造業の稼ぐ力，効率性を全国の市区町村と比較した結果をみると（付加価

値額，労働生産性の特化係数），いずれも全国水準を下回る結果となっています，（付

加価値額の特化係数：0.65，労働生産性の特化係数：0.77）。 

近隣でものづくり産業が盛んな東京都大田区，墨田区と比較しても，製造業の稼ぐ

力，効率性ともに差が見られる状況にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲柏市の製造業分野の事業所数の推移 
※従業員数 4 人以上の事業所 

（出所：工業統計） 

▲柏市の製造業分野の従業員数の推移 
（出所：工業統計） 

▲柏市製造業の付加価値額，労働生産性の特化係数の全国との比較（H24） 
（出所：RESAS より） 

10 年間で

34％減 

10 年間で

36％減 
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● 成長産業分野への将来的な関わり合いの可能性 

柏市の製造業者を対象としたアンケート調査結果によると，成長産業分野への将来

的な関わり合いの可能性は，関わる可能性があるが「AI（人工知能）」44.0％，「IoT・

ビッグデータ」52.2％，「ライフサイエンス・健康」60.9％，「環境・再生可能エネ

ルギー」61.5％であり，市内製造業者の成長産業分野への関心は比較的高い結果とな

りました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 成長産業分野へ取り組む際の問題・障壁 

柏市の製造業者を対象としたアンケート調査結果によると，成長産業分野へ取り組

む際の問題・障壁については，「知識やノウハウの不足」，取り組むための「人材」「設

備」「資金」の不足という回答が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▲AI（人工知能）について ▲IoT について 

◀ライフサイエンス・健康について 

▲成長産業分野へ取り組む際の問題・障壁（出所：柏市産業構造分析調査（平成 28 年度）） 

▲柏市の製造業分野の成長産業分野への将来的な関わり合いの可能性 
（出所：柏市産業構造分析調査（平成 28年度）） 
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● 成長産業分野へ取り組む際の問題・障壁を取り除くための支援 

柏市の製造業者を対象としたアンケート調査結果によると，成長産業分野へ取り組

む際の問題・障壁を取り除くための支援は「パートナーとのマッチングに関する支援」

「自社における取組方法のアドバイス・指導」に関する意見が多くなっています。 

その他として，AI については「セミナーや研究会」「設備投資」，IoT・ビッグデー

タについては「資金調達」，ライフサイエンス・健康については「セミナーや研究会」

「情報発信」等の意見も多くみられます。 

 

 

  

◀ライフサイエンス・健康について 

▲成長産業分野へ取り組む際の問題・障壁を取り除くための支援 
（出所：柏市産業構造分析調査（平成 28 年度）） 

▲AI（人工知能）について ▲IoT について 



 

25 

 

 

④農業 

 

 

■ トピックス 

● 地域の野菜が食べられるレストランの開業 

柏市産の朝採り新鮮野菜が並び，ほぼ午前中でなくなってしまうほどのにぎわいをみ

せている農産物直売所「かしわで」（平成 16 年 6 月オープン）に併設して，平成 28

年 6 月に農家レストラン「さんち家（さんちや）」がオープンし，より一層，柏市産の

野菜のおいしさをもっと多くの人に伝えることに貢献しています。 

また，平成 29 年 4 月には道の駅しょうなんの隣に柏市産，特に沼南の野菜を中心

にしたメニューを提供する「野菜レストラン SHONAN」がオープンするなど，柏市

産の野菜を使ったレストランが増えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 生産量全国１位のかぶをアピールするための特産品 

柏市はかぶの生産量全国１位ですが，これをアピールするための取組の一つとして，

かぶの生産の過程で廃棄処分となっていた規格外品を利用し，「柏のかぶソフトクリー

ム」を開発し，平成 26 年に道の駅しょうなんの中にあるレストラン「ヴィアッヂオ」

にて販売を開始しました。 

 

 

  

▲農家レストラン「さんち家」 ▲『野菜レストラン SHONAN』 

▲生産量全国１位のかぶ ▲柏のかぶソフトクリーム 
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■ データ・統計 

● 農地の減少 

柏市の農地面積は減少傾向となっています（2005 年から 2010 年の増加は合併

によるもの）。特に，畑地面積の減少が大きく，耕作放棄地の拡大も深刻化しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 農業従事者の減少 

柏市の農業従事者は 10年間で約 4割減少，農家数も 10 年間で約 3 割減少しまし

た。また，農業従事者の高齢化も進んでいます。 

 

 

 

 

  

▲柏市の経営耕地面積の推移（出所：農林水産省｜農林業センサス） 

▲柏市の農業就業人口の推移 

（出所：農林水産省｜農林業センサス） 

▲柏市の農業従事者の平均年齢の推移 

（出所：農林水産省｜農林業センサス） 
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● 地域の存続のために一番必要なこと 

柏市の農業従事者を対象としたアンケート調査結果によると，地域の農業が存続し

ていくうえで一番必要なことについては「農業者の確保・育成」が 80％と他を圧倒

して一番回答が多い結果となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 柏市産農産物の販売を促進するために必要な取組 

また，柏市の農業従事者を対象としたアンケート調査結果によると，柏市産農産物

の販売を促進するために必要な取組については「飲食店，ホテル，旅館，学校給食な

どで柏市の食材を利用すること」，「柏市産農産物の販売場所を増やすなど，販路を拡

大すること」，「柏市産であることをわかるような表示をすること」の順に回答が多く，

地域内消費や柏市の農産物の PR の重要性が示唆されました。 

 

 

 

  

▲地域の農業が存続していくうえで必要なこと（複数回答） 

出所：柏市産業の現状と課題に関するアンケート調査（平成 30 年度） 

▲柏市産農産物の販売を促進するために必要な取組（複数回答） 

出所：柏市産業の現状と課題に関するアンケート調査（平成 30 年度） 
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⑤観光 

 

 

■ トピックス 

● 2019 ラグビーＷ杯公認チームキャンプ地へ応募 

柏市では，柏市ラグビーキャンプ地誘致委員会（平成 29 年 1 月設立）の協力を得

て，平成 31 年（2019 年）に日本で開催されるラグビーのワールドカップに向け，

世界ランキング 1位（平成 3１年３月時点）で前回大会の覇者（２連覇中）でもある，

ニュージーランド代表（オールブラックス）が柏市で事前キャンプを行うことになりま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 手賀沼アグリビジネスパーク事業推進協議会の発足 

手賀沼及び周辺地域全体の活性化を目的とする，地元民間事業者を中心とした「手

賀沼アグリビジネスパーク事業推進協議会」が平成 28 年度に発足しました。本協議

会は，地域住民と一緒に，地域資源を活用した観光商品等の開発，周辺地域の魅力情

報発信，農泊の推進等を行い，新たな人の流れを創出するとともに，交流人口増加に

よる手賀沼及び周辺地域全体の活性化を進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲柏市長（秋山浩保）とニュージーランドラグビー協会 CEO（スティーブ・チュー） 

▲手賀沼 ▲道の駅しょうなん 
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■ データ・統計 

● 観光入込の推移 

柏市の観光入込客数は増加傾向でありましたが，平成 28 年（2016 年）から減少

しており，宿泊客数は増加傾向となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 柏市内における外国人の滞在箇所 

柏市内においては，柏駅・南柏駅周辺や柏の葉キャンパス駅周辺に外国人の滞在が

多く見られています。 

 

  

▲柏市における外国人の滞在箇所 

出所：RESAS 
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▲柏市の観光入込客数の推移 

（出所：千葉県観光入込調査報告書） 

▲柏市の宿泊客数の推移 

（出所：千葉県観光入込調査報告書） 

南柏駅 
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●柏市観光の発展のために必要な取組 

柏市の観光事業従事者を対象としたアンケート調査結果によると，柏市観光の発展

のために必要な取組については「地域ならではの特産品・料理などの充実」，「案内や

情報発信の強化」，「新しい観光資源の創出」の順に回答が多く，柏といえば〇〇とい

うような地域ブランドの強化や積極的な観光情報発信の強化の必要性が示唆されまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
▲柏市観光の発展のために必要な取組（複数回答） 

出所：柏市産業の現状と課題に関するアンケート調査（平成 30 年度） 
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（３） 柏市産業の強みと弱み（SWOT 分析） 

 内部環境 外部環境 

強み 

強み (Strengths) 

●先端産業の集積ポテンシャルがある 

・産総研 AI 研究拠点の活用を通じた関連産業の集

積・活性化 

・市として地域未来投資促進法に基づく基本計画が

認定されており，市内の成長性の高い産業に財政

等の投資が行われる 

・産業支援機関，産学官連携機関等が集積しており，

産学官コラボレーションによる医工連携等の研究

開発等，先端技術を生みやすい環境を有している 

・技術力の高い中小部材メーカーが集積している 

・市の基幹産業である製造事業者の多くは「AI・

IoT・ライフサイエンス」等の先端産業の有望性

を認識 

●良好な生活環境・都市機能がある 

・柏の葉エリアをはじめ複合商業施設が複数立地 

・柏駅周辺地区（中心市街地）で，再開発により人

口が増加している 

・複数の鉄道や国道，常磐自動車道が通っており首 

 都圏の交通の要衝となっている 

・千葉・茨城における商業中心都市となっている 

●交流人口拡大や賑わい創出のポテンシャルがある 

・手賀沼やあけぼの山農業公園，国の重要文化財で

ある旧吉田家住宅等，多様な観光資源がある 

・ホームタウンスポーツチームを有しており，スポ

ーツ観戦による集客が見込まれる 

・生産量日本一を誇るかぶをはじめとした農産物の

生産や地産地消が可能な農業立地を有している 

・道の駅しょうなんでの農産品の販売や農家レスト

ラン「さんち家」等，農と連携した新たな資源の

創出による集客がある 

機会 (Opportunities) 

・市内に集積が期待される「AI・IoT・ビッグデータ」

「ライフサイエンス・健康分野」において，市場の

成長が見込まれる 

・ＴＸ沿線地域の人口や不動産投資の増加，ベンチャ

ー向けの起業支援組織であるＴＸアントレプレナー

パートナーズの設立（平成 21 年）により，柏の葉

エリアにおいても起業に向けた機運が向上している 

・良好な交通環境とマーケットへの近接性により，販

路開拓等の可能性が見込める 

・近隣地域の人口は増加傾向を維持しており，将来の

減少も緩やかであることから，人口減による商圏内

の取引への影響がでにくい 

・商圏（千葉県，埼玉県，茨城県）の百貨店・総合ス

ーパーの１事業者あたり売上が増加傾向 

・2020 東京五輪開催により，海外との往来が活発化

されることが期待される 

 ⇒柏市は東京五輪への基本（対応）方針を策定 

・2019 年ラグビーワールドカップの日本開催 

 ⇒ニュージーランド代表が事前キャンプを柏で実施 

・地方創生への投資・機運 

・量的緩和政策等による創業，設備投資等のしやすさ 

 

弱み 

弱み (Weaknesses) 

●市の基幹産業の一つである製造業の衰退の傾向があ

る 

・事業所数・就業者数が減少傾向 

   ⇒景気の低迷や海外との競争，ニーズ変化への

対応が理由 

・製造業の稼ぐ力，効率性が全国水準より低い 

・既存事業者の新分野への参入・新技術への対応が

できていない 

●商業分野のマーケットが縮小傾向にある 

・商圏人口の減少，吸引率の減少 

・柏駅周辺の大型店の小売年間販売額の減少 

・大型商業施設の撤退，地域商店街の会員数の減少 

●農産品の生産能力が低下している 

・農地，農家戸数，農業就業者の減少 

脅威 (Threats) 

・国際競争力の低下，新興国等との競争激化 

・グローバル化の進展等による地域産業の空洞化 

・人口減少に伴う国内市場の縮小 

・国内地域間競争の激化，競争相手の増加 

・近隣商業施設の進出による集客競争の過熱 

・商圏の各種小売業者の店舗数の減少 
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（４） 柏市産業の課題 

我が国の産業構造の変化や柏市産業の状況をふまえ，柏市産業の課題を次のように整理しまし

た。 

 

 

① 商圏人口の減少に対応した，個店・商業施設の魅力向上・経営革新 

柏駅周辺は千葉県北西部及び鉄道沿線の商業中心地となっているが，百貨店の撤退や郊外型

商業施設との競合などを背景に，吸引人口は減少しています。柏の葉キャンパス駅周辺や商店

街については，住民ニーズに対応した店舗が少ないという声が聞かれています。 

こうした環境下において，地域の集客力を高めていくためには，来街者の回遊性を向上させ

ることや商業集積を形成する各個店がそれぞれに魅力を高めていくことに加え，顧客ニーズを

的確に把握するとともに，勘と経験による経営から脱却して客観的な数値に基づいた経営判断

を行うなど，従来の経営を変革していくことが求められます。 

 

② 吸引率が高く，人口が安定している柏駅周辺や柏の葉キャンパス駅周辺の足元商圏の囲

い込み強化 

柏駅周辺の吸引率を市町村別に比較すると，柏市が 32.6％と突出して高くなっているのに加

え，柏駅周辺の中心市街地や柏の葉キャンパス周辺の人口は増加傾向にあります。こうした現

状に鑑み，各商店・商業施設における顧客獲得に向けては，商店街間・商業施設間の連携や地

域資源の活用等により，高い来店頻度が期待できる柏市内等の地域の消費者の囲い込みに注力

していくことが効果的であると考えられます。 

 

③ 情報発信の不足が指摘されている市内商店における効果的な情報発信の推進 

小売業や飲食業においては，事業者から消費者に向けた情報発信は，売上の向上に向けた重

要な取組みの 1 つとなりますが，商店街の利用者アンケートでは，商店街を利用しない理由と

して，情報発信の不足が挙げられています。小売・飲食事業者においては，情報発信の有無や

巧拙が集客力を左右するという現状をしっかりと認識した上で，様々なツールを活用して，効

果的に情報発信を行うことが求められます。 

 

④ 会員数が減少している商店街における最適な業種・店舗構成の維持 

商店街の会員数の減少とともに，生鮮三品の店舗が揃わないなど，利用者のワンストップシ

ョッピング※の利便性が低下している商店街も少なくないものとみられます。商店街においては，

業種・店舗構成が崩れることにより商店街全体の魅力が低下することがないよう，空き店舗や

不足業種の発生を未然に防ぐとともに，そうした状況に陥った際には迅速に改善できるよう，

対応策を準備しておくことが求められます。  

 １） 商業・中心市街地の課題 
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① 先端産業の集積ポテンシャルが高い成長産業分野の誘致 

本市の製造業の活性化に向けては，国内外の成長産業分野を取り込み，これからの社会のニ

ーズに対応していくことが求められます。柏市産業構造分析調査における国内外の動向，市内

産業のニーズ等より，市内産業が取り組むべき成長産業として，「AI」「IoT・ビッグデータ」「ラ

イフサイエンス※・健康」が有力であり，これらの分野を市内に取り込む必要があると言えます。

そのため，これらの分野に取り組む付加価値の高い企業の戦略的な誘致を推進していくことが

求められます。 

 

② 集積の多い，技術力の高い市内の既存の中小部材メーカーと親和性の高い成長産業分野

及び関連分野への参入促進 

中小部材メーカーが集積する本市では，大手企業のように最終製品を生産する事業所はない

ものの，独自の高い技術を保有する事業所も多くあります。現状の本市製造業の全国水準と比

較し低い稼ぐ力及び生産性，中小事業所を中心に極めて厳しい操業環境を改善し，本市製造業

が「魅力ある産業」であるためには，中小事業所の高い技術を活かすとともに，各事業所が適

切に稼ぐための生産体制を構築することが求められます。成長産業分野を取り込むことで，市

内の中小部材メーカーを中心とする本市製造業の活性化，生産性向上等に繋げることが必要と

なります。 

 

③ 柏市製造業のイメージアップと人材育成 

本市製造業の事業所数，従業員数の大幅な減少に歯止めをかけ，「企業や人が自ずと集まる産

業」を目指すうえでは，製造業に関わる人を育て魅力を向上させることについて中長期的な視

点も含めて検討していく必要があります。 

 

④ 工業用地の保全・確保 

 本市は，東京都心から３０㎞に位置し，広域交通基盤も発達していることから，製造業の立地

条件としては優位にあり，適地や条件が整えば，域内外の事業所の立地ニーズは高いものと考え

られます。しかし，既存の工業団地には空き用地が少なく，企業立地に係る問合せもありながら，

用地不足等により，新規立地ニーズに対応できない状況にあります。そのため，周辺環境に配慮

しながら，既存の工業団地の有効利用や新規工業用地の整備を図ることにより，工業用地の確保

を図る必要があります。 

  

 ２） 製造業の課題 
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① 離農や規模縮小により，耕地として利用されていない農地の有効利用 

離農や規模縮小により，耕地として利用されない農地は，担い手が，農業生産に利用できる

よう，農地中間管理機構との連携も図りつつ，集積に取り組む必要があります。 

 

② 畑地の耕作放棄地が拡大している市内の農地，農業の担い手確保のための新規就農者の

確保，定着 

畑地を中心とした本市の農地，農業の担い手を確保するため，地域の実情にマッチした新規

就農者の確保，定着に向けた支援及び体制の整備に取り組む必要があります。 

 

③ 農業従事者の減少に対応した，専業農家の経営拡大 

個性豊かな専業農家や農業後継者を育成するため，個々の実情や経営の方向に即した交付金

の導入や事業活動の支援等の経営拡大支援に取り組む必要があります。 

 

④ 都市化による農業生産環境の悪化を克服するため，消費者に近い都市のメリットを活かし

た，市民・消費者の農業理解の推進 

消費地と生産地が隣接する環境は，消費者に農作物を直接販売しやすい等のメリットがある

反面，生産面では，農地へのごみの投棄，農作業への苦情の問題等のデメリットも生じていま

す。こうした中，消費地と生産地が隣接するメリットを活かし，農業生産へのデメリットを克

服するため，市民や消費者に対する農業理解を促進する必要があります。 

 

  

 ３） 農業の課題 
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① 活用があまりされていない観光資源の磨き上げ 

柏市は，柏駅を中心とする商業施設の集積，あけぼの山公園や手賀沼エリア周辺の農業景観，

柏の葉キャンパス駅を中心とした大学や研究機関の集積等，エリアごとに異なる特徴を持った

まちとなっています。そして，それぞれのエリアの持つ魅力に惹かれて，若者やファミリー層，

ビジネスマンや研究者たちが集まってくるまちとなっています。これらの全てを観光資源と位

置付けて，集客や誘致の取組を行なっていきます。 

 

② 情報発信の不足に対応した，シティプロモーションの促進 

本計画でいう「シティプロモーション」とは，柏市の PR 手法を見直し，認知度を高め，集

客に働きかけることに加えて，柏で働き，住みたいという人材を呼び込み，都市の魅力を強化

しブランドイメージを確立することです。情報発信の方法としては，フェイスブックやツイッ

ター等の SNSの活用を含め，効果的な PR 手法を展開していきます。 

 

③ ホームタウンスポーツチーム等これまでの取組を活かしたスポーツツーリズムの展開 

サッカーJ リーグチームである柏レイソルやバスケットボール女子日本リーグ（W リーグ）

JX-ENEOS サンフラワーズ等，集客力のあるホームタウンスポーツを活用したスポーツツーリ

ズムの展開が期待されます。 

 

④ 観光推進体制の強化 

柏市観光協会の事業に注力することができるプレーヤーの不足など，現状では観光振興の担

い手の不足がみられます。観光・産業全体の底上げのためには，観光振興の推進体制の強化が

求められます。 

 

⑤ 市域を超えた広域連携の展開 

観光をする際に市町村界を意識する観光客は多くありません。「柏市」としてのみではなく，

千葉県東葛地域と連携した取組はこれまであまり行われておらず，広域連携による誘客施策の

展開が求められます。 

 

  

 ４） 観光の課題 
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３．柏市の強みを踏まえた将来の展望について 

（１） 柏市の産業振興の基本理念 

柏市産業の現状や課題をふまえ，「未来へつづく先進住環境都市・柏」という市の将来像を基に，

以下の通り，産業振興の基本理念として示します。 

 

 

 

 

 

 

 

千葉県北西部に位置し首都圏東部の中心的な地域である柏市は，都心からの交通の利便性を

背景に多様な産業が集積したものづくり地域として発展してきました。平成１０年に産業支援

機関である「東葛テクノプラザ」が設置されて以降，起業家支援機関である東大柏ベンチャー

プラザや柏の葉オープンイノベーションラボ（３１VENTURES KOIL），TX アントレプレナ

ーパートナーズ（TEP）が設置されるなど，ベンチャー支援・産業育成の先進地域として注目

を浴びるとともに，東京大学や千葉大学のキャンパスの設置に加えて国立がん研究センターが

進出するなど，産学官連携地域としても発展を遂げてきました。平成 30 年 11 月に産総研が

設立した柏センター（AI 研究拠点）の本格稼働に伴い，今後はより多様で高度な先端産業の集

積が期待されるところです。この先端産業の集積のポテンシャルを活かし，既存の地域産業を

結びつけることにより高生産性化や高付加価値など，新たな価値を創造します。 

一方，高度経済成長期以降，柏市は東京のベッドタウンとして急速な発展を遂げており，市

内および周辺地域の人口の増加に伴い，消費者の買い物需要を満たすために商店街や商業施設

が数多く集積し，一大商業地として成長してきました。また，鎌倉時代末期創建の神明社や明

治初期建造の旧手賀教会堂など由緒ある社寺や史跡も残存するなど歴史的・文化的側面を有す

る手賀沼等の観光資源や生産性が高いかぶ・ねぎ・ほうれん草等の農作物をはじめとした農業

も盛んといった一面を持ち，近年交流人口が増加しています。特に，観光資源としては年間約

100 万人の観光入込客数を誇る道の駅しょうなん，農産物としては生産量日本一を誇るかぶが

有名です。これらの多様な産業ポテンシャルを活かし，柏市産業のさらなる発展を行っていく

ために，これらの地域資源を活かした魅力の創出や業種の垣根を越えた連携による新ビジネ

ス・新産業の創出を目指します。 

以上の認識をもとに，柏市を取り巻く社会経済環境の変化や柏市産業の現状・課題をふまえ，

目指す産業の基本理念を「先端産業と地域産業をむすび，産業振興を通じて新たな価値を生み

出す価値創出都市『柏』」と定めました。 

柏市が目指す産業の基本理念 

先端産業と地域産業をむすび， 

産業振興を通じて新たな価値を生み出す価値創出都市「柏」 
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＜柏市が目指す産業の基本理念のイメージ図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 柏市産業振興戦略ビジョンの目標  

基本理念の実現のために，本ビジョンが目指す目標を以下に示します。 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 
  

目 標 ① 
先端産業の集積が促進されており，イノベーションによる 

新たな価値の創造がなされている 

目 標 ② 既存の産業や地域資源を活用し，産業力が強化されている 

目 標 ③ 地域の産業を支える基盤づくりが推進されている 

先端産業と地域産業をむすび，産業振興を通じて新たな価値を生み出す価値創出都市「柏」 

新たな価値の創出 

多様な観光資源 
 (手賀沼・ﾎｰﾑﾀｳﾝｽﾎﾟｰﾂ等） 

中小部材ﾒｰｶｰの
集積 

商業施設の集積

（消費地） 

都市型の農業地 

相乗効果 

先端産業の集積 

AI 研究拠点，東葛テクノプラザ   

東大柏ベンチャープラザ等との連携 

（既存産業） 
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（３） 基本戦略 

柏市産業の課題や目指す産業振興の基本理念をふまえ，本ビジョンの 4 つの基本戦略を以下に

示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

先端産業の集積を促進することにより，より強固な産業基盤を形成するとともに，イ

ノベーションにより，成長分野の市場開拓や既存産業の強みを活かした新たな価値を創

造します。 

１．先端産業の集積促進とイノベーションによる新たな価値の創造 

 

ものづくり，農業，商業，観光など，柏市の多様な業種の垣根を越えた仕組みを構築

することにより，これまでにない新たな産業を創出します。 

２．業種を跨いだ連携の促進や場づくりによる新たな産業の創出 

 

起業支援や人材の確保・育成，安心で快適な環境の整備など，柏市産業の持続的な成

長と発展に寄与する基盤づくりを推進します。 

４．産業を支える基盤づくりの推進 

 

歴史ある観光資源や集客力の高い農業施設，農産品などの多様な地域資源を活用した

新たな魅力を創出するとともに，柏らしさを確立し，より一層内外へ発信することによ

り，柏の地域ブランドを確立します。 

３．地域資源を活用した魅力創出と地域ブランドの確立 

目標１ 

目標１ 目標２ 

目標２ 

目標３ 



 

39 

 

（４） 戦略に基づく施策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

４．産業を支える基盤づくりの推進 

３．地域資源を活用した魅力創出と地域ブランドの確立 

２．業種を跨いだ連携の促進や場づくりによる新たな産業の創出 

１．先端産業の集積促進とイノベーションによる新たな価値の創造 

３-１ まちの魅力の磨き上げと積極的な資源の活用 

３-２ 農業・商業・工業が一体となった地産地消の推進 

３-３ 人や企業が集まるまちに向けたイメージ定着 

２-２ 農業・商業・工業との連携の推進による観光振興の実施 

２-１ 産学官連携拠点を活用したものづくり・医工連携の推進 

１-１ 先端産業分野の誘致 

１-２ 既存企業の先端産業分野及び関連分野への参入及び導入促進 

４-１ 市内産業の成長と発展を支えるヒト・モノ・カネ・情報面での基盤づくり 

４-２ 産業を支えるまちづくりの推進 
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４．各施策の取組 
 

戦略１ 先端産業の集積促進とイノベーションによる新たな価値の創造 

 

 

 

柏市産業構造分析調査等では，市内産業が取り組むべき成長産業として，「AI」「IoT・ビッグデー

タ」「ライフサイエンス・健康」が有力と示されており，これらの分野を市内に取り込む必要がある。

そのため，これらの分野に取り組む付加価値の高い企業の戦略的な誘致を推進する。 

 

● 実施事業      

① 企業立地促進事業奨励金 

市内に工場や先端産業分野の研究所などを新規に立地する場合に，奨励金を交付し市内に新た

な企業の立地を促進する。 

目標値 企業立地件数 １０件／年 

② シティプロモーションの実施 

展示会に柏市紹介ブースを出展し，来場者等に対し，シティプロモーションを実施する。 
 

目標値 展示会におけるプロモーション実施数 ５０件／年 

③ マーケティングリサーチャー事業※ 

専門人材を活用し，市外の先端産業分野の事業者に対する訪問活動等により，最新市場情報を収集

するとともに，シティプロモーションを実施し，企業誘致に繋げる。 
 

目標値 市外事業者訪問件数 １００件/年 

 

● 今後の検討事業例 

① AI・IoT・ビッグデータ企業の誘致 

国内外において成長産業としての市場拡大が見込まれており，市内製造業もその有望性を認識

している「AI・IoT・ビッグデータ」関連の企業誘致を推進する。誘致にあたっては，市内に技術

力の高い中小部材メーカーが集積している現状を踏まえ，本市製造業と親和性の高いと考えられ

る金属加工や部品・素材の調達ニーズ等を見込むことができる「最終製品を製造するような大手

企業」の誘致を検討する。 

② ライフサイエンス分野の中核となる企業の誘致 

「AI・IoT・ビッグデータ」とともに市場拡大が見込まれ，本市では東葛テクノプラザ，東大柏

ベンチャープラザが拠点となり製造業分野との連携（医工連携）等を推進している「ライフサイ

エンス分野」について，引き続き積極的に取り組むとともに，取組を加速させるような中核企業

の誘致を検討する。 

③ 実証実験フィールドの提供 

企業誘致の前段階としての先端産業技術に係る実証実験フィールドの提供を支援する。  

１-１ 先端産業分野の誘致 
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柏市では，独自の高い技術を保有する中小部材メーカーが多く集積している。現状の柏市製造業

の全国水準と比較し低い稼ぐ力及び生産性，中小事業所を中心に極めて厳しい操業環境を改善し，

柏市産業が「魅力ある産業」であるためには，中小事業所の高い技術を活かすとともに，各事業所

が適切に稼ぐための生産体制を構築することが求められる。成長産業分野を取り込むことで，市内

の中小部材メーカーを中心とする柏市産業の活性化や生産性向上等を図る。 

 

● 実施事業 

① 地域未来投資促進法に基づく柏市基本計画の推進 

千葉県・柏市未来投資連携会議を開催し，地域経済牽引事業者に対する支援や計画の進捗管理，

効果検証を実施する。また，新規牽引事業計画の策定支援を実施する。 
 

目標値 付加価値２５５百万円の創出（2022 年度） 
 

② インキュベーションマネージャー事業※ 

専門人材を活用し，市内事業者に対する訪問活動等により，産学官とのマッチング促進や販路

拡大，国支援制度の周知等のハンズオン支援を実施する。 
 

目標値 市内事業者訪問件数 ４００件/年 
 

③ 中小企業融資制度 

市内中小事業者の設備投資や事業運転資金の資金調達を支援するため，市融資制度を実施する

とともに，支払利息の一部補助を実施する。 
 
 
 

④ 先端設備導入支援 

中小事業者の先端設備導入を支援するために，平成３０年７月に策定した生産性向上特別措置

法に基づく柏市導入促進基本計画に基づき，市内中小事業者に対し，市基本計画に即した先端設

備導入計画の策定を支援し認定を行う。先端設備導入計画に基づき導入した新規設備に係る固定

資産税（償却資産）ついて，３年間ゼロとする。 
 

目標値 先端設備導入計画認定件数 ６０件（2020 年度） 
 

● 今後の検討事業例 

① 先端産業分野への取組支援と取組方法の周知 

市内製造業を対象とした柏市産業構造分析調査では，「AI・IoT・ビッグデータ」等の成長分野

に対し 4 割から 5 割の企業が「将来的な関わり合いの可能性」を見込んでいることがわかった。

このことから製造業分野において，成長分野を牽引する高度なノウハウを持った人材が必要であ

ると考えられる。同調査結果では，成長分野に取り組むにあたって見込まれる障壁として，知識

やノウハウの不足，人材の不足といった回答が多く寄せられている。成長産業分野に関するセミ

ナーや勉強会等を開催することで知識を深め，取組方策や事例等をとりまとめることで実践方法

を周知すること等が必要である。  

１-２ 既存企業の先端産業分野及び関連分野への参入及び導入促進 
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② ベンチャー企業の誘致・育成 

市内製造業を対象とした柏市産業構造分析調査において，本市製造業が持続的に発展していく

ためには，AI，IoT，ビッグデータ，ライフサイエンス等の成長分野を切り口とした企業誘致に加

え，「若々しい企業，みずみずしい企業，若い従業員が働く企業等の誘致や育成も重要ではないか」

との意見が聞かれた。 

新しい風を取り込み続けることで，既存の製造業の刺激や活性化に繋がることも期待できるこ

とから，ベンチャー企業等の誘致や育成について，関係機関との連携のもと更なる推進を図る。 
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戦略２ 業種を跨いだ連携の促進や場づくりによる新たな産業の創出 

 

 

 

平成 30 年 11 月に産総研が設置した AI 研究拠点や市内に集積する産学官連携拠点など，柏市は

最新研究や産学官連携の強みを有している。これらの拠点を活用し，マッチングや共同開発を促進

し，新たなものづくりや医工連携の推進を図る。 

 

● 実施事業 

① インキュベーションマネージャー事業※（再掲）                                   

専門人材を活用し，市内事業者に対する訪問活動等により，産学官とのマッチング促進や販路

拡大，国補助金制度の周知等の支援活動を実施する。 

 

目標値 市内事業者訪問件数 ４００件/年 
 

② マーケティングリサーチャー事業（再掲） 

専門人材を活用し，市外の先端産業分野の事業者に対する訪問活動等により，最新市場情報やシー

ズ・ニーズを収集し市内企業とのマッチングや共同開発の可能性を検討するとともに，シティプロモ

ーションを実施し，企業誘致に繋げる。 
 

目標値 市外事業者訪問件数 １００件/年 
 

● 今後の検討事業例 

① 東葛テクノプラザ，KOIL，東大柏ベンチャープラザ等を活用したものづくり・医工連携の推進 

産業支援機関である東葛テクノプラザや起業支援機関であるある東大柏ベンチャープラザや柏

の葉オープンイノベーションラボ（３１VENTURES KOIL），TX アントレプレナーパートナー

ズ（TEP）を活用し，柏市の起業支援制度の利用促進やマッチング機会の創出などを通じて，積

極的なものづくりや医工連携の推進を継続して行う。 

② AI 拠点の活用 

平成 30 年 11 月に，産総研が東京大学キャンパスⅡ内に設置した AI 研究拠点を活用した既存

企業とのマッチング機会の創出や勉強会の開催などを行う。 

 

 ③ 新ビジネスの創出・開発支援 

インキュベーションマネージャー・マーケティングリサーチャー事業※において収集した市内外

のシーズやニーズを活用し，市内事業者の新規事業への参入を促進するため，専門人材を活用し

た支援体制の構築やマッチング商談会の開催，製品開発や販路拡大に係る支援等により，具体的

な事業化を後押しする。 

  

２-１ 産学官連携拠点を活用したものづくり・医工連携の推進 
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手賀沼周辺の農業の観光活用の取組に加え，先端技術の工場見学や商業地と観光施設の連携など，

既存産業の活用を通じた観光振興を行い，新たな魅力を創出する。 

 

● 実施事業 

① 手賀沼アグリビジネスパーク事業 

 農業・観光・レクリエーション振興を目指して，地域資源の磨き上げ及び手賀沼周辺地域のネッ

トワーク化を図り，農産品の収穫体験や農泊など，農業の観光活用による環境共生・交流の地域づ

くりを推進する。 

 

目標値 道の駅しょうなん年間来場者数１６０万人（再整備後） 
 

● 今後の検討事業例 

① 商工業・観光と連携によるまち一体としてのにぎわいの創出 

柏市には年間 100 万人を超える入込客数を誇る道の駅しょうなんや各大型商業施設など，集客

力のある資源，施設を有しており，これらの連携の強化により，来訪者の市内の滞在時間の延長

を図り，市全体のにぎわいの創出を行う。また，市内の技術力の高い製造業の見学など，新たな

誘客の仕組みを検討する。 

② 「食と農」総合戦略の展開  

生活環境と密接な「農と食」に対する理解と魅力を高めていくため，食品産業と連携した共販

作物のブランド化，柏農業の支え手の育成など，柏に農業があるメリットを活かし，飲食関連と

ネットワークづくりを図る。 

 

 

  

２-２ 農業・商業・工業との連携の推進による観光振興の実施 

総合計画施策 3-1 の 3-1 
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戦略３ 地域資源を活用した魅力創出と地域ブランドの確立 

 

 

 

柏市はまち・文化・自然・農等の多様な地域特性を有するまちです。こうした柏市の魅力を磨き

上げ，積極的に資源を同士を結びつけることにより，市の魅力を向上させ，産業の活性化につなが

る取組を進める。 

 

● 実施事業 

① 商店街活性化事業 

商店会に対し，販売促進事業（消費者参加型イベント開催等），商店街活性化計画策定，空き店

舗対策事業等に対する補助を実施する。 

 
 
 

② かしわインフォメーションセンター事業 

観光案内所の設置に加え，市の情報発信拠点として街の魅力発信（地域資源の発掘・磨き上げ・

プロモーション）及び訪日外国人を含む来館者に対し，市政・観光情報等の提供を実施する。 

 
 
 

③ 手賀沼アグリビジネスパーク事業（再掲） 

 農業・観光・レクリエーション振興を目指して，地域資源の磨き上げ及び手賀沼周辺地域のネッ

トワーク化を図り，農産品の収穫体験や農泊など，農業の観光活用による環境共生・交流の地域づ

くりを推進する。 

 

目標値 道の駅しょうなん年間来場者数１６０万人（再整備後） 
 

● 今後の検討事業例 

① 個店の魅力向上と足元商圏の囲い込み強化 

市民の人気投票による商店街・商業施設内の No.1 グルメの決定等の個店の魅力向上のための

取組や，商店街・大型店同士の連携による地域としての消費地の魅力の向上など，個店の魅力向

上や足元商圏の囲い込みの強化を促進する。 

② 「コト」消費拡大への対応 

モノ消費からコト消費へと転換が図られている中，柏市においても来訪者がサービスや体験に

支出する「コト消費」の拡大に対応した取組も求めらる。観光体験のみならず，商業集積内に賑

わいを創出するイベント等の実施により，商店等での消費拡大に寄与することも目指す。  

３-１ まちの魅力の磨き上げと積極的な資源の活用 
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③ 商業・観光と連携によるまち一体としてのにぎわいの創出（再掲） 

柏市には年間 100 万人を超える入込客数を誇る道の駅しょうなんや各大型商業施設など，集客

力のある資源，施設を有しており，これらの連携の強化により，来訪者の市内の滞在時間の延長

を図り，市全体のにぎわいの創出を行います。また，市内の技術力の高い製造業の見学など，新

たな誘客の仕組みを検討する。 

 

④ スポーツ，自然，体験をキーワードとした観光推進  

スポーツ・自然・農業・歴史文化等のイベントや観光を通じて，手賀沼地域や東部地域の地域

資源や魅力をより活かすため，整備と情報発信を行う。 

 

⑤ 営農環境と社会的機能の維持  

農地・農業が環境に貢献し，農業の役割と理解の促進を図るため，環境に配慮した農業や農地

の多面的利用の推進を図る。 

  

総合計画施策 3-1 の 3-1 

総合計画施策 3-2 の 3-2 
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柏市産の農業・製品のブランド化や販路拡大を農商工が一体的に行うことにより，柏市産のブラ

ンド化・価値の向上や地産地消を推進する。 

 

 

● 今後の検討事業例 

① ６次産業化※の促進による地域ブランドの創出 

商工団体等と連携して，ふるさと産品認定制度の確立等により，柏市製品の情報発信を強化し

販路拡大（域内・域外）につなげる。 

 

② 農商工連携の促進（マッチング）  

生産者と商工業者が連携し，商工業者が持つ技術力やマーケティング力を活かした商品開発や

販売により，農産物の消費拡大と農業経営の安定化を促進するため，生産者と青果物バイヤーや

メーカーの商品開発等の人材が連携する機会の確保を図る。 

 

③ 柏農業の販売促進（ブランディング）  

生産者・農産物と消費者の信頼関係構築と交流機会を消費拡大につなぎ，農業を魅力ある産業

とするため，市内交流拠点である道の駅しょうなんの機能強化やあけぼの山農業公園の農業振興

に向けた活用等を行う。 

 

  

３-２ 農業・商業・工業が一体となった地産地消の推進 

都市農業活性化計画より 

総合計画 3-2 の 3 の 3 
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人々が住みたい・働きたいと思うまち，企業に選ばれるまち，訪れたいと思うまちをつくるため，

最先端のものづくりの実施や良好な居住環境，魅力ある観光資源を積極的に市内外へアピール・浸

透することにより，人や企業が集まるまちのイメージ定着を図る。 

 

● 実施事業 

① かしわインフォメーションセンター事業（再掲） 

観光案内所の設置に加え，市の情報発信拠点として街の魅力発信（地域資源の発掘・磨き上げ・

プロモーション）及び訪日外国人を含む来館者に対し，市政・観光情報等の提供を実施する。 

 
 
 
 

● 今後の検討事業例 

① 「最先端ものづくりのまち，柏」，「働くなら，柏」などのイメージづくり 

「最先端ものづくりのまち，柏」，「働くなら，柏」など，分かりやすくメッセージ性のあるキ

ャッチコピーを検討するとともに，AI，IoT，ビッグデータ，ライフサイエンス等の特定の産業や

技術分野，成長分野に絞ったメリハリのある訴求内容を検討していく必要がある。 

ブランディング，プロモーション等の一連のイメージ戦略の検討を通じて，「自ずと人や企業が

集まるまち」を目指し，取組を推進する。 

② 良好な居住環境の PR 

柏市産業構造分析調査においては，「若々しい企業，みずみずしい企業，若い従業員が働く企業

等の誘致や育成も重要ではないか」との意見が聞かれた。成長性の高い企業を誘致するうえで，

良好な居住環境は企業立地の重要な要素であるため，柏市の良好な居住環境についてアピールの

強化を行っていく。 

③ 観光情報の向上・集約化 

柏市観光協会ホームページの多言語化や観光客目線による継続した観光情報の発信等観光情報

の質を向上していくことに加え，各主体により行われている柏市の観光情報の集約化を行う。 

④ 市民・近隣市住民に向けた PR 

商店街グルメガイドブックの作成など，市の魅力を市民及び近隣市住民に対しＰＲするための

媒体を作成する。 

⑤ 市民向け農業体験プログラムの検討 

市内農家への農業体験や農家とのふれあいを図ること等により，市民に柏市農業をより身近に

感じてもらうことを目指す。 

  

３-３ 人や企業が集まるまちに向けたイメージ定着 

総合計画施策 4-6 
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戦略４ 産業を支えるひとの確保とまちの形成 

 

 

 

起業や移転を検討している事業者や事業承継，就業支援を促進するために，人・カネ・情報面で

の基盤を整備し，事業者等に有効活用してもらうことにより，市内産業の成長と発展をサポートす

る。 

 

 ● 実施事業 

① 創業支援事業 

柏市創業支援等事業計画に基づき，柏商工会議所，柏市沼南商工会，ＴＥＰにおいて，創業（事業計画・

資金計画等の作成支援等）に関する講習を実施し，新規創業を支援する。 
 

目標値 市の支援による創業者数 ２０件/年 
 

② 中小企業融資制度（創業資金） 

創業予定者の資金調達を支援するため，市融資制度を実施するとともに，支払利息の一部補助

を実施する。 
 
 
 
 

③ 就労支援事業 

若年層を対象も就労相談や作業トレーニング等を実施するかしわ地域若者サポートステーション事

業をはじめ，国・県等との連携による就労に関するセミナーや合同就職相談会の開催や就農支援（担

い手育成）等きめ細やかな就労支援事業を実施する。 
 

目標値 若年者就労支援事業 就職決定者数 １００人/年 
 

● 今後の検討事業例 

① 事業承継の支援 

市内事業所の高齢化に伴い，農業や高い技術力を持つ技術者の技能を継承することが必要とな

っています。このため，具体的に既存の事業者が持つ技術内容や中小事業者の人材課題等を掘り

下げて把握し，将来的な事業・技術の継承の実現を図る。 

② 成長産業分野を牽引する高度人材育成プログラム 

製造業，商業，農業，観光問わず成長産業分野の取組事例の共有や導入方法の周知を行い，自

社に取り入れるためのサポートを行うプログラムを実施する。 

※ 「１-２ 既存企業の先端産業分野及び関連分野への参入及び導入促進」の検討事業例①「先

端産業分野への取組支援と取組方法の周知」と連携（P.43） 

 

  

４-１ 市内産業の成長と発展を支えるヒト・モノ・カネ・情報面での基盤づくり 
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柏市産業の持続的な成長と発展のためには，今後の産業活動を支える基盤を整備することが重要

である。産業を底上げするための操業環境の整備や働き方の整備を積極的に行う。 

 

● 実施事業 

① 企業立地等の促進に関する連携協定   

地元金融機関と連携し，企業誘致の推進の強化を図るため，柏市への進出希望企業の意向に応

じてその立地希望要件等の情報を市・地元金融機関との間で共有し，金融機関が保有する土地情

報などを，進出希望企業に提供する。 
 
 
 
 

② シルバー人材センター事業 

シルバー人材センターの運営支援や国・県等関係機関との連携により，高齢者の就労を支援す

し，社会参加の促進を図る。 
 

目標値 柏市シルバー人材センター会員就業率 ９５% 
 

● 今後の検討事業例 

① 産業用地の創出・確保 

柏市都市計画マスタープランとの整合性や周辺環境との調和に配慮しながら，既存の工業団

地・大規模な工場跡地等の有効活用や，手賀沼周辺地域及びふれあい交流拠点における農業や観

光・レクリエーションの振興，柏インターチェンジ付近等における工業等の振興を図るため，イ

ンフラの整備や地区計画制度を活用した開発の誘導により，新たな産業用地の確保に取り組む。 

また，工場や農業の操業時の騒音や振動等を周辺住民に配慮するため，良好な操業環境を維持

していくための適切な土地利用が図られるように留意する。 

② 女性やシニア層が働きやすい環境や機会の創出 

産業の担い手不足を解消する手段の一つとして，女性やシニア層の就業促進が挙げられる。関

係機関と連携して，個々のライフスタイルに対応した多様な働き方を実現できるよう環境の整備

や就業機会の創出を図る。 

 

 

 

 

  

４-２ 産業を支えるまちづくりの推進 
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５．計画の推進と効果測定について 

（１） 推進体制 

本ビジョンの推進に当たっては，行政のみならず，全ての産業関係者が，それぞれの役割を発

揮しつつ連携することが必要となります。国，県や産業支援機関，民間事業者，金融機関，大学

など市内産業に関わる様々な主体との現行の連携体制を活用しつつ，適宜新たな連携を取りなが

ら，事業推進の体制づくりを進めるものとします。 

 

 

 

 

 

  

  

行政 
柏市 

 

 

 

 

 

市内事業者 
市内の産業に関連する 

すべての事業者 

 

 

 

 

 

産業関連団体 
商工団体，支援機関，農協 

観光協会、など 

 

 

 

連携・協働 

市民 
柏市 
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＜各主体の果たすべき役割＞ 

産業振興の推進にあたり，事業者，産業関連団体，市民，市が，それぞれの役割に応じて主体

性をもって進めていくと同時に，それぞれの主体がもつ技術，知識，ノウハウ等を持ちよって，

多様な分野にも対応できるように連携の強化を図っていくことが重要です。 

 

 

・本市の地域経済を支える重要な担い手であるという認識を持ち，経営の

安定や持続に向けた技術革新や経営革新に努める。 

・各事業者の取組が，本市の持つまちの利便性や生活環境づくりに寄与し

ていることを認識し，可能な範囲で関連団体や市の取組む産業振興に積

極的に参画するよう努める。 

・さらに，本市が住宅都市としての役割を担っていることを認識し，事業

所周辺の自然環境や生活環境との調和，よりよい生活環境づくりに努め

る。 

 

・当該産業における事業者の総括・支援団体として，その指導的な役割を

十分に発揮し，産業振興の推進に取組む。 

・当該産業の総括・支援機関として，他産業との産業間連携，市内の大学

や研究機関等との産学官連携など，各種連携の窓口として機能し，協働

事業を推進する。 

 

・本ビジョンの総合的な管理者として，ビジョンの進捗状況を管理すると

ともに，適宜ビジョンの見直しを行い，時代の変化に対応していく。 

・市内の事業者等の産業活動が円滑に進むよう，関連団体や事業者への提

供，仲介を推進する。 

・大学，教育機関，福祉機関，保健医療機関と産業との仲介や連携の働き

かけ，農商工連携など異なる産業間の仲介，連携への働きかけを行う。 

・都市計画やまちづくりと産業振興を連携させ，本市産業に対応した適正

な土地利用を推進する。 

・起業やコミュニティビジネスの創業の支援を推進する。 

・市として農業や観光を重要な産業と捉え，育成，振興に取組む。 

 

・柏市は消費地であると同時に農産物等の生産地であることや先端の研

究・ものづくりが行われていること，魅力ある自然湖沼や文化施設等の

地域資源があることなど，市の産業の強みを知ってもらい，体験しても

らい，発信することが期待される。 

・地域の消費者，あるいは労働者，地域活性化の担い手として自らが主体

的に産業活動に関わることが期待される。  

事業者の役割 

産業関連団体の役割 

行政（柏市）の役割 

 

市民の役割 
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６．各種計画との連携について 

（１） 上位計画 

① 柏市第五次総合計画（平成 28 年 3 月策定） 

● 計画の概要 

柏市の目指す将来都市像実現に向けた，教育・健康・地域活性化の目標達成のための，

中長期的なまちづくりの方向性と施策や取組を示したもの。 

● 計画期間 

平成 28 年度～平成 37年度 

● 将来都市像 

未来へつづく先進住環境都市・柏 ～笑顔と元気が輪となり広がる交流拠点～ 

● 施策の関連箇所 

≪分野別計画３ 経済・活力≫ 

 【将来目指すべき方向性】 

  ★人を呼び込み，にぎわいのあるまちをつくる 

  ★魅力ある産業が活躍するまちをつくる 

＜施策 3-1 魅力・吸引力の維持・強化＞ 

１．新たな魅力を持った中心市街地の実現（重点事業） 

２．北部地域の魅力創出・向上（重点事業） 

３．手賀沼・東部地域の資源活用（重点事業） 

＜施策 3-2 魅力ある産業の活躍＞ 

１．戦略的な企業誘致（重点事業） 

２．生産・販売力向上への支援（重点事業） 

３．地域で支える持続可能な農業づくり（重点事業） 

４．きめ細かな就業支援 

５．身近な商業等の活性化 
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② 柏市地方創生総合戦略（平成 28 年 3 月策定） 

● 計画の概要 

柏市第五次総合計画で位置づけられた施策を基本に，まち・ひと・しごと創生の観点から

新たに取組むことが望ましい事業を加えて再編したもの。 

● 計画期間 

平成 27 年度～平成 31年度 

● 将来展望 

行きたい 住みたい・選ばれ続けるまち・柏市 

● 施策の関連箇所 

≪基本目標３≫ 

柏市の産業を活性化し，安定した雇用を創出する（産業振興，雇用対策） 

 ＜基本的方向１＞  

 戦略的な企業誘致と生産・販売力の向上 

  １．付加価値の高い産業の誘致 

  ２．産業間連携コーディネーターの育成 

 ＜基本的方向２＞ 

 地域で支える持続可能な農業づくり 

  １．生産・経営の拡大，営農環境と社会的機能の維持 

  ２．柏農業の販売促進（ブランディング） 
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（２） 関係計画 

①柏市観光基本計画（平成 26 年 3 月策定） 

● 計画の概要 

柏市の総合計画である柏市第四次総合計画と市における産業振興を効果的に推進するた

めに定めた柏市産業振興戦略プランをもとに観光分野において，市の特徴を活かしながら施

策を推進していく。 

● 計画期間 

平成 26 年度～平成 35年度 

● メインテーマ 

都市と自然，未来にふれあえるまち柏 

● 施策の関連箇所 

観光推進の方策として，今後取り組むべき事業を以下にまとめる。 

①柏市全域での取組 

  ・柏市の観光資源を戦略的にプロモーションするとともに，市民の地域活動への参加を

促進し，郷土意識を高める。 

②柏駅周辺エリアの都市型観光の推進 

  ・柏駅前の回遊性を高めるとともに，地域の文化・芸術の振興を図る。 

③あけぼの山公園周辺の活用促進 

  ・あけぼの山公園への年間を通じた集客を図る。 

④手賀沼周辺エリアの活用促進 

  ・手賀沼の自然環境を活かした取組を積極的に推進するとともに，手賀沼南部に広がる

農業を活用する。 

⑤柏の葉エリアでのビジネス型観光の強化 

  ・MICE やスマートシティの視察を誘致する等，観光推進体制を構築する。 
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②柏市都市農業活性化計画（平成 27 年 3 月策定） 

● 計画の概要 

柏市の農業に新たな価値を見出し，農業者と市民との協同のもと「地域で支える，持続可

能な魅力ある農業づくり」を目指し，柏市の特性を活かした農業振興を推進する指針となる

もの。 

● 計画期間 

平成 2７年度～平成 31年度 

● 将来像 

地域で支える，持続可能な魅力ある農業づくり 

● 施策の関連箇所 

＜方向性①：生産・経営の拡大＞ 

 ・中心経営体への農地集積 

 ・生産基盤の維持と活用 

 ・農業を担う人材の確保・育成 

 ・高付加価値化に向けた取組の支援 

 ・農業経営の拡大支援 

＜方向性②：営農環境と社会的機能の維持＞ 

 ・環境に配慮した農業の支援 

 ・農業災害・家畜伝染病への対策の推進 

 ・住民の農業理解の促進 

＜方向性③：柏市産業の販売促進＞ 

 ・柏農産物の購入機会の拡大 

 ・交流機能の充実 

 ・農業の情報発信 

 ・産地化の推進 
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③柏市の地域未来投資促進法に基づく計画書（平成 29 年 9 月策定） 

● 計画の概要・ポイント 

多様な産業や学術研究機関，産業支援機関が集積する柏市の特性を生かし，新たに設立さ

れる AI グローバル研究拠点を中核とした AI 戦略産業の集積を図る他，医工連携等に取組む

産学官連携拠点を活用したものづくり，多様な観光資源を活用した農商工連携・地域商社，

柏の葉アーバンデザインセンターを活用したまちづくり，の各分野で新規事業の創出を図る。 

● 計画期間 

平成 29 年 9月～平成 34 年度 

● 施策の関連箇所 

地域経済牽引事業の承認要件 

 ①柏市にできる国立研究開発法人産業技術総合研究所の AI グローバル研究拠点や研究開

発技術（印刷産業，バイオ産業，ヘルスケア産業，農業，IT を活用したコンテンツ産業

等)の集積を活用した第 4 次産業革命関連分野 

 ②医工連携等に取組む産学官連携拠点（東葛テクノプラザ，次世代外科・内視鏡治療開発

センター（NEXT）等）を活用したものづくり分野（医療機器・バイオ・新素材・その

他製造業） 

 ③手賀沼や道の駅しょうなん等の観光資源を活用した農商工連携・地域商社の創出 

 ④柏の葉アーバンデザインセンター（UDCK）を活用した各種実証実験フィールドの提供 
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【資料編】 

１ ビジョン策定までの流れ 

本ビジョンの策定にあたっては，平成 28 年度にビジョン策定の基礎調査となる，「柏市

産業分析調査」および「柏市商業実態調査」を実施しました。また，平成 30 年度には市内

事業者を対象としたアンケート・ヒアリングを実施し，柏市産業の現状と課題を抽出しまし

た。また，地域関係者で構成される柏市産業振興会議を平成 28 年度以降各年において開催

し，柏市の産業振興の方向性について議論を行いました。そして，平成 30 年度における柏

市産業振興会議での審議およびパブリックコメントの実施を得て，ビジョンとしてとりまと

められました。 

 

▼ビジョン策定の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・本ビジョンの基礎調査となる，「柏市産業分析調査」および「柏市商業実態調査」を実施 

・平成 28 年度柏市産業振興会議を 3 回開催 

・平成 29 年度柏市産業振興会議を 2 回開催 

・市内事業者（商業・農業・観光）を対象としたアンケート調査・ヒアリングを実施 

・平成 30 年度柏市産業振興会議を 4 回開催 

・パブリックコメントを実施 

平成 28 年度（2016 年度） 

平成 29 年度（2017 年度） 

平成 30 年度（2018 年度） 
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▼柏市産業振興会議の開催経過 

開催年 回数 開催日時 場所 議題 

平成 28 年 

（2016 年） 

第 1 回 平成 28 年 

12 月 19 日 

柏市役所 

別館 4 階 

第 5 会議室 

1. 調査趣旨および調査手法につ

いて 

2. 国内における産業動向 

3. 海外における産業動向 

4. 市内における産業動向 

5. 統計データに基づく市内にお

ける産業構造（中間報告） 

6. 調査の進捗（まとめ） 

第 2 回 平成 29 年 

2 月 7 日 

柏市役所 

別館 4 階 

第 5 会議室 

1. 第 1 回会議での主な意見と対

応方針 

2. 近隣市における産業動向 

3. 柏市産業構造分析調査の全体

像 

4. 統計データに基づく市内にお

ける産業動向（追加報告） 

5. 郵送調査・訪問調査結果  

6. 調査の進捗（第 2回会議のまと

め及び調査報告書構成案） 

第 3 回 平成 29 年 

3 月 23 日 

柏市役所 

別館 4 階 

第 5 会議室 

1. 「柏市産業構造分析調査報告

書」（案） 

2. 現行計画・調査と新プランの相

関関係 

平成 29 年 

（2017 年） 

第 1 回 平成 29 年 

11 月 22 日 

柏市役所 

本庁舎 5 階 

第 5・6 委員

会室 

1. 「柏市産業振興戦略プラン」の

概要 

2. 関連計画の概要 

3. 関連計画と新ビジョンの位置

づけ 

4. 新ビジョンの策定スケジュー

ル 

第 2 回 平成 30 年 

2 月 20 日 

柏市役所 

本庁舎 5 階 

第 5・6 委員

会室 

1. 前回議事内容の確認 

2. 柏市産業振興戦略ビジョン策

定までの流れについて 

3. 目次案の検討 
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開催年 回数 開催日時 場所 議題 

平成 30 年 

（2018 年） 

第 1 回 平成 30 年 

7 月 31 日 

柏市役所 

本庁舎 3 階 

庁議室 

１．前回議事内容の確認 

２．今年度の検討の流れについて 

３．調査の実施方針について 

４．柏市産業振興戦略ビジョンの

構成（案）について 

第 2 回 平成 30 年 

11 月 5 日 

柏市役所 

本庁舎 3 階 

庁議室 

１．調査の実施結果について 

２．柏市産業振興戦略ビジョンの

原案について 

第 3 回 平成 3１年 

1 月 10 日 

柏市役所 

本庁舎 3 階 

庁議室 

１．柏市産業振興戦略ビジョンの

（案）について 

第 4 回 平成 31 年 

3 月 28 日 

柏市役所 

本庁舎 3 階 

庁議室 

１．パブリックコメントの実施 

結果   

２．柏市産業振興戦略ビジョン 

３．柏市産業振興戦略ビジョンの

概要版 
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２ ビジョン策定体制 

 

▼平成 28 年度 柏市産業振興会議委員 

№ 選任区分 氏名 所属団体 

1 事業者 荒木 賢治 
柏市沼南商工会 商業部会長 

ガーデン藤ヶ谷ゴルフレンジ 

2 事業者 石澤 宏之 
柏市沼南商工会 工業部会長 

石澤商工株式会社 

3 事業者 石戸 登志子 
柏市沼南商工会 理事 

沼南タクシー有限会社 

4 事業者 荻野 真秀 
柏商工会議所 議員 

有限会社オギノ工芸 

5 支援団体 後藤 良子 
TX アントレプレナーパートナーズ 

事務局長 

6 事業者 染谷 茂 株式会社アグリプラス 

7 事業者 高野山 芳子 
柏商工会議所 女性会会長 

高野山企画 

8 支援団体 中田 裕之 
千葉県産業振興センター 

東葛テクノプラザ 所長 

9 経済団体 中屋 智章 
柏市沼南商工会 専務理事 

沼南測量設計株式会社 

10 支援団体 原田 博文 
中小企業基盤整備機構 

東大柏ベンチャープラザ CIM 

11 市民 坂内 理紗 公募委員 

12 事業者 藤井 秀美 
柏商工会議所 工業部会長 

株式会社藤井製作所 

13 経済団体 伏野 龍弥 柏商工会議所 専務理事 

14 学識経験者 吉田 健一郎 麗澤大学 経済学部 准教授 
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▼平成 29 年度 柏市産業振興会議委員 

№ 選任区分 氏名 所属団体 

1 事業者 荒木 賢治 
柏市沼南商工会 商業部会長 

ガーデン藤ヶ谷ゴルフレンジ 

2 事業者 石澤 宏之 
柏市沼南商工会 工業部会長 

石澤商工株式会社 

3 事業者 石戸 登志子 
柏市沼南商工会 理事 

沼南タクシー有限会社 

4 事業者 荻野 真秀 
柏商工会議所 議員 

有限会社オギノ工芸 

5 支援団体 後藤 良子 
TX アントレプレナーパートナーズ 

理事 

6 事業者 染谷 茂 株式会社アグリプラス 

7 事業者 高野山 芳子 
柏商工会議所 女性会会長 

高野山企画 

8 支援団体 中田 裕之 
千葉県産業振興センター 

東葛テクノプラザ 所長 

9 経済団体 中屋 智章 
柏市沼南商工会 専務理事 

沼南測量設計株式会社 

10 支援団体 原田 博文 
中小企業基盤整備機構 

東大柏ベンチャープラザ CIM 

11 市民 坂内 理紗 公募委員 

12 事業者 藤井 秀美 
柏商工会議所 工業部会長 

株式会社藤井製作所 

13 経済団体 伏野 龍弥 柏商工会議所 専務理事 

14 学識経験者 吉田 健一郎 麗澤大学 経済学部 准教授 
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▼平成 30 年度 柏市産業振興会議委員 

№ 選任区分 氏名 所属団体 

1 事業者 荒木 賢治 
柏市沼南商工会 総務委員長 

ガーデン藤ヶ谷ゴルフレンジ 

2 事業者 石戸 登志子 
柏市沼南商工会 理事 

沼南タクシー有限会社 

3 事業者 荻野 真秀 
柏商工会議所 議員 

有限会社オギノ工芸 

4 支援団体 後藤 良子 
TX アントレプレナーパートナーズ 

理事 

5 事業者 染谷 茂 株式会社アグリプラス 

6 経済団体 中屋 智章 
柏市沼南商工会 専務理事 

沼南測量設計株式会社 

7 支援団体 原田 博文 
中小企業基盤整備機構 

東大柏ベンチャープラザ CIM 

8 市民 坂内 理紗 公募委員 

9 事業者 藤井 秀美 
柏商工会議所 工業部会長 

株式会社藤井製作所 

10 経済団体 伏野 龍弥 柏商工会議所 専務理事 

11 学識経験者 吉田 健一郎 麗澤大学 経済学部 准教授 

12 支援団体 森 文彦 
千葉県産業振興センター 

東葛テクノプラザ 所長 

13 事業者 伊藤 公一 
柏市沼南商工会 工業部会長 

千代田鉱砕株式会社 

14 事業者 小澤 安江 柏商工会議所 女性会理事 
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３ 柏市産業の現状と課題に関するアンケート調査 

３．１ アンケート概要 

 

◆目的 

 柏市産業振興戦略ビジョンの策定にあたり，柏市産業の現状の問題・課題等を把握するアンケ

ート調査を実施した。 

 

◆調査概要 

調査対象 

市内産業の 3 分野（商業・農業・観光）に関連する事業者 1，135 件 

○商業：柏商工会議所会員及び柏市沼南商工会から 500 件抽出 

○農業：JA ちば東葛組合員から 500件抽出 

○観光：柏市観光協会員 135 件 

実施方法 郵送にて配布，FAX で回収 

調査内容 

①事業の現状について 

②事業における課題について 

③事業の将来展望について 

④各産業に対する意見・要望 

実施期間 平成 30 年 8月 31 日（金）～９月 14 日（金） 

回収状況 

○商業：500票配布，56 票回収 

○農業：500票配布，41 票回収 

○観光業：135 票配布 29 票回収 

合計回収数：126 票回収（回収率 11.1％） 
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３．２ 調査結果 

 

a．商業 

（１）店舗（事業所）の現状 

１）業種 

 
 

                         [回答者数：52] 

 

 

 

２）従業員数（正社員）                    ３）従業員（パート） 

         
             [回答者数：49]                [回答者数：39] 
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４）事業所の年間売上高                   ５）売上高 

            

             [回答者数：52]                [回答者数：51] 

 

６）来客者数 

   

             [回答者数：49] 
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（２）事業所及び商店街における課題について 

１）店舗（事業所）における課題（MA） 

 

[回答者数：45] 

 

２）商店街を活性化させるために特に必要（重要）なもの（MA）※3 つまで 

 

[回答者数：42] 
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３）商店街の空き店舗対策として必要な取り組み（MA） ※3 つまで 

 

[回答者数：45] 

 

（３）店舗（事業所）の将来展望について 

１ ） 今 後 の 事 業 規 模 の 方 向 性            ２ ） 今 後 閉 鎖 し た 場 合 の 再 利 用 方 法

           

             [回答者数：51]                 [回答者数：48] 

 

３）後継者 

 

             [回答者数：51]  
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（４）国内の成長分野や有望市場に関する認識や意向について 

１）先端分野の取り組みの認知 

 

 

[回答者数：46] 

 

２）先端分野に関する取り組みの現状や将来のかかわりの可能性 

 

[回答者数：44] 
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b．農業 

（１）農家の現状 

１）主な農作物の出荷先（MA） ※3 つまで   

 
[回答者数：31] 

 

２）消費者の情報の入手先（MA）※3 つまで  

 

[回答者数：31] 
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３）何を重視して農産物を購入していると思うか（MA） ※3 つまで 

 

[回答者数：40] 

 

４）耕作していない農地の有無 

 

 

[回答者数：40] 
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（２）農家の課題について 

１）農家の課題 

 

[回答者数：35] 

 

２）地域の農業が存続していく上で一番必要なこと 

 

[回答者数：40] 
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３）農業の担い手の確保や育成のために必要なこと 

 

 

[回答者数：35] 

 

 

４）柏市産農産物の販売を促進するために必要な取り組み（MA） ※3 つまで 

 

[回答者数：36] 
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５）行政や大学，観光関連者などと連携し，地域資源を生かした商品づくり 

 

[回答者数：27] 
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（３）農家の将来展望について 

１）後継者                   ２）10 年後の農業経営主体 

           
             [回答者数：41]                 [回答者数：38] 
 

３）今後の経営農地規模の方向性         ４）耕作していない農地の今後の利用方法 

          
             [回答者数：38]                 [回答者数：30] 

 

 

５）今後の柏市の農業の取り組み（MA） ※3 つまで 

 
[回答者数：35]  
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（４）国内の成長分野や有望市場に関する認識・意向 

１）先端分野への取り組みの認知    

 

[回答者数：40] 

 

２）先端分野に関する取り組みの現状や将来の関わりの可能性 

 

[回答者数：33] 
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３）生産者の立場から柏市の農業政策に期待すること（MA） ※5 つまで 

 

[回答者数：38] 
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c．観光 

（１）店舗の状況 

１）業種 

 

                         [回答者数：29]  

 

 

２）従業員数（正社員）              ３）従業員数（パート） 

            
             [回答者数：28]                 [回答者数：22] 
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４）店舗の年間売上高 

 

             [回答者数：23] 

 

５）客層 

①全体に占める観光客の割合（市外からの来訪者）   ②全体のうち県外客の割合 

          

             [回答者数：26]                 [回答者数：22] 

 

③外国人の利用 

 

           [回答者数：28] 

  



 

80 

 

６）ここ数年の観光客数の状況 

 

[回答者数：22] 
 

７）どのような観光客が増えてきているか（MA） 

 
[回答者数：8] 
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８）市内の賑わい 

 
[回答者数：6] 

９）経済的な効果 

 

[回答者数：21] 
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（２）観光振興に関する課題について 

１）店舗における課題（MA） 

 

[回答者数：24] 

 

 

２）柏市の観光が発展していく中での懸念事項や心配事（MA） 

 

[回答者数：25] 
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（３）今後の観光振興に向けた将来展望について 

１）今後の事業規模の方向性 

 

 

[回答者数：28] 

 

２）今後の観光振興についての期待度 

 

 

[回答者数：27] 
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３）観光振興に対する協働意識（MA） 

 

[回答者数：26] 

 

 

４）発展していくための課題について重要なこと（MA） ※3 つまで 

 

[回答者数：26] 
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（４）国内の成長分野や有望市場に関する認識・意向 

１）先端分野への取り組みの認知 

 

[回答者数：26] 

 

２）先端分野に関する取り組みの現状や将来の関わりの可能性 

 

[回答者数：27] 
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４ 柏市製造業の実態と意向把握のためのアンケート調査 

４．１ アンケート概要 

柏市の産業の発展に資する技術分野を抽出するための基礎データとして，柏市内製造業を対象

とした郵送調査・訪問調査を実施した。 

【郵送調査・訪問調査の実施概要】 

①調査対象 

○柏市内に立地する製造事業者 374 社 

⇒平成 21 年度 柏市製造業者実態調査情報データブック掲載企業お

よび東葛テクノプラザ，東大柏ベンチャープラザ，KOIL 入居企業 

②実施方法 

［郵送調査］ 

○配布：各事業所へ郵送にて配布 

○回収：FAX にて回収 

③実施時期 
［郵送調査］ 

平成 29 年 1月 6 日（金）～16 日（月） 

④調査項目 

ⅰ．基本属性 

業種，従業員数，売上，創業年次 など 

ⅱ．現在の営業動向，問題点 

市内の製造業との取引，従業員・売上高の増減と理由，経営・製造活

動上の問題点 など 

ⅲ．成長分野・有望市場に関する認識や意向 

有望と考える成長分野，成長分野に今後関わる可能性，成長分野に取

り組む際の障壁，障壁を取り除くために必要な支援 など 

ⅳ．柏市の製造業分野の目指すべき方向性 

⑤回収数・回収率 
○回収数 49 社（訪問調査を実施した 8 社含む） 

○回収率 13.1% 
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４．２ 調査結果 

（１）回答事業者の属性 

○本社所在地は，市内が約 61.5%，市外が 38.5%となっている。 

○本社創業からの経過年次は，31年以上の事業所が 62.5%となっている。市内での

操業開始からの経過年次は，11 年以上の事業所が 81.3％となっている。 

○従業員数は，10人以下の事業所が 51%となっている。 

○年間売上高は，1 億円以下の事業所が 37.3%，1～5 億円が 30.8％，5 億円以上

が 34.2％となっている。 

○業種区分は，金属製品が 22.4％と最も多く，次いでプラスチック製品，食料品，化

学工業，電子部品・デバイス・電子回路が 6.1％となっている。 

 

［本社所在地］   ［本社の創業年次と市内での操業開始年次］ 

 

 
n=39 

（本社創業からの経過年次） 

 
n=48 

（市内での操業開始からの経過年次） 

 

n=48 

［従業員数］ 

 
n=47 

［年間売上高］ 

 

n=43 

［業種区分］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

          n=49 
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（２）市内で事業を開始した理由 

○市内で事業を開始した理由は，「適した事業用地，建物が見つかった」が 49.0％と

最も多く，次いで「東京都心へのアクセスがよい」，「経営者やその家族がもともと

住んでいた」が 28.6％，「大学・研究機関や産業支援機関の集積」が 12.2%とな

っている。 

○その他の回答内容として，「工場が手狭になった」，「倒産した工場の継承」，「柏市の

誘致」等がみられた。 

 

［市内で事業を開始した理由］ 

 

n=49 
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（３）市内の製造業者との取引や連携 

○市内の製造業者との取引や連携は，「大いにある」「ややある」「たまにある」が 50％，

「全くない」「ほとんどない」「あまりない」が 50％であった。 

○取引や連携がある場合の内容は，「原材料等の仕入れ」「製品の販売」が 43.5％と最

も多く，次いで「商品開発」が 21.7％であった。 

○その他の回答内容として，「製品の外注」，「メンテナンス」，「ノベルティグッズ」等

がみられた。 

 

［市内の製造業者との取引や連携］ 

n=46 

 

［取引や連携がある場合の内容］ 

 

n=23 
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（４）従業員数および売上高の増減（直近 10 年程度） 

○直近 10 年程度の従業員数の増減は，「増加」「微増」が 27.6％，「横ばい」が 40.4%，

「減少」「微減」が 31.9％であった。 

○同様に売上高の増減は，「増加」「微増」が 39.1％，「横ばい」が 30.4%，「減少」

「微減」が 30.4％であった。 

○増加の理由は，「事業拡大」，「売上増加」，「販売先増加」，「他都市のラインの集約化」

等の回答があった。 

○減少の理由は，「景気の低迷や原料高」，「大手取引先の海外生産に伴う量産受注の減

少や海外との競争」，「ニーズの変化や業界の変化へついていけなかった」，「高齢化

による自然減」，「若い社員がなかなか入らない」等の回答があった。 

 

［従業員数の増減］                 ［売上高の増減］ 

      

n=47                    n=46 
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（５）現在の経営・製造活動上の問題点 

○現在の経営・製造活動上の問題点は，「同業者間の競争の激化」が 31.1％と最も多

く，次いで「新製品の開発，新分野への参入が困難」が 28.9％，「新技術への対応

や取り込みができていない」が 22.2％となっている。 

○その他の回答内容は，製造業の構造変化への対応（技術変革，小ロット生産，高品

質，短期納期等）や人員，資金等の確保に関する意見がみられた。 

 

［現在の経営・製造活動上の問題点］ 

 

n=45 
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（６）有望と考える国内外の成長産業分野 

○有望と考える国内外の成長産業分野は，「AI（人工知能）」が 59.1％と最も多く，次

いで「ライフサイエンス・健康」が 54.5％，「IoT・ビッグデータ」が 50.0％であ

った。 
 

［有望と考える国内外の成長産業分野（3 つまで）］ 

      n=44 

（７）成長産業分野への将来的な関わり合いの可能性 

○成長産業分野への将来的な関わり合いの可能性は，関わる可能性があるが「AI（人

工知能）」44.0％，「IoT・ビッグデータ」52.2％，「ライフサイエンス・健康」60.9％，

「環境・再生可能エネルギー」61.5％であった。 
 

［成長産業分野への将来的な関わり合いの可能性］ 

 

  

n=25 

n=23 

n=23 

n=13 

n=4 

n=4 

n=2 
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（８）成長産業分野へ取り組む際の問題・障壁と解決への支援 

【成長産業分野へ取り組む際の問題・障壁】 

○「知識やノウハウの不足」，取り組むための「人材」「設備」「資金」の不足という

回答が多くなっている。 

○「何が問題や障壁となるかわからない」との回答も 30～40％程度みられる。 

 

【問題・障壁を取り除くための支援】 

○「パートナーとのマッチングに関する支援」「自社における取組方法のアドバイ

ス・指導」に関する意見が多くなっている。 

○その他として，AI については「セミナーや研究会」「設備投資」，IoT・ビッグデー

タについては「資金調達」，ライフサイエンス・健康については「セミナーや研究

会」「情報発信」等の意見も多くみられる。 

 

［成長産業分野へ取り組む際の問題・障壁］ 

■AI                  ■IoT 

  

 

■ライフサイエンス・健康 

 

※有望と考える国内外の成長産業として回答の多かった上位 3分野について掲載 
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［問題・障壁を取り除くための支援］ 

■AI                  ■IoT 

  

 

■ライフサイエンス・健康 

 

※有望と考える国内外の成長産業として回答の多かった上位 3分野について掲載 
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５ ヒアリング実施結果 

５．１ 調査目的 

柏市産業振興戦略ビジョンの策定にあたり，柏市産業の現状の問題・課題等を把握することを目

的に，市内事業者を対象としたヒアリング調査を実施した。 

 

５．２ 調査概要 

事業者を対象としたヒアリング調査の実施概要を以下に示す。 

調査対象 

○市内産業の 4分野（製造業，農業，商業，観光）の 6事業者へ調査を実施する 

No. 対象 
分野 

製造業 農業 商業 観光 

1 柏商工会議所  ○  ○  

2 柏市観光協会（柏商工会議所）     ○ 

3 柏市沼南商工会  ○  ○  

4 ＫＯＩＬ（三井不動産㈱）  ○    

5 ＪＡちば東葛 柏地区経済センター  ○   

6 手賀沼アグリビジネスパーク事業推進協議会  ○  ○ 

 
 

実施方法 ○対面でのヒアリング形式 

実施時期 

○平成 30 年 10 月 5日（金） 柏市商工会議所，柏市観光協会 

○平成 30 年 10 月 15日（月） ＪＡちば東葛 柏地区経済センター 

○平成 30 年 10 月 17日（水） 手賀沼ｱｸﾞﾘﾋﾞｼﾞﾈｽﾊﾟｰｸ事業推進協議会，柏市沼南 

 商工会 

○平成 30 年 10 月 23日（火） KOIL（三井不動産） 
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５．３ 実施結果 

 

 

 現状 課題 将来展望 その他意見，要望等 

製造業 

◆柏商工会議所 

◆柏市沼南商工会 

◆KOIL 

◆柏の葉での拠点を置く企業の業種は，IT 系や資格

を持ちながら事業展開を目指す個人事業主などが

多い。 

◆KOIL 内では企業同士の交流が盛ん。 

  ⇒自由にイベント企画できる環境 

  ⇒都内，市内外との先端産業との関係性構築 

◆公民学が連携して，AI や IoT などの新産業創造事

業の実証実験の場を提供している。 

◆商工会議所では，医療機器に課題のある業者と柏

市製造業者との医工連携のマッチングを行ってい

る。 

◆柏市には市の産品を認定品として認める制度がな

い。 

◆市の制度でベンチャー企業への創業支援の取り組

みはあるが，知名度が低い。 

＜先端産業との関わりの可能性について＞ 

◆東葛工業人交流会では，年に一度柏の葉エリアへ

訪問し，先端産業の勉強会を行なっている。 

◆AI 等については，一分野ではなく既存の多岐にわ

たる分野との連携が考えられる。 

◆市と連携して産品認定制度確立に向けて積極的に

動いていきたい。 

◆IoT 化しやすい通信環境は整っているため，積極

的に取り入れていきたい。 

◆先端産業に取り組む企業を誘致したい。 

 

◆産業振興会議ではアイデアなど

も出し合える場としてほしい。 

◆柏市に県や国と連携した取り組

みがあればと思う。 

◆国や県などには，大学との連携

を今以上に積極的に行ってほし

い。 

◆市として，企業誘致を積極的に

行ってほしい。 

農業 

◆ＪＡちば東葛 

◆手賀沼アグリビ

ジネスパーク事

業推進協議会 

◆専業農家は一握り，多くは兼業農家である。 

◆柏市は固定資産税が高いため，兼業農家の中には

不動産収入を得ている農家が多い。 

◆柏市産の農産物の出荷先のほとんどは，市内では

なく東京である。 

◆主な柏市産の農産物はカブで，他に根芋，ほうれ

ん草，小松菜，ネギ，最近ではパクチーも出荷し

ている。 

◆昨年と今年は秋の台風の影響で共選※できず，生産

は減少傾向にある。 

⇒農産品の価格も高騰している。 

◆柏市では，農産物直売所「かしわで」が最も大き

い直売所である。 

◆等級によって直売所とＪＡで出荷先が分かれてお

り，直売所では等級の高い野菜（朝収穫した新鮮

な野菜）を販売している。 

◆直売所で年間 1,000 万円以上売り上げている農

家もおり，農家の確実な収入源になっている。 

◆出荷の負担軽減のために直売所での販売を選択す

る農家が多い。 

◆柏市では農家の里親制度を設け，就農支援の取組

を実施している。 

◆経営上の一番の課題は，担い手の確保である。 

◆相続税が高い。（柏市に限った話ではない） 

◆新規就農者が少なく，脱サラが多い。 

◆地域でのネットワークの確立が必要である。 

◆後継者にノウハウを伝授する必要がある。 

◆販路の確保・拡大が必要である。 

◆カブを積極的にＰＲしていきたい。 

◆カブの漬物などの加工品も開発しており，今後新

商品の PR を行っていきたい。 

◆年間億円単位で生産できている状況のため，生産

量は現状維持でよい。 

◆今後の道の駅しょうなんの拡張に伴い直売所の規

模も大きくなるため，農家の登録数も増やしてい

きたい。 

◆油に適した品種のヒマワリを植栽し，ヒマワリの

種から油を精製し，地域の産品として道の駅で販

売していく計画がある。 

◆「知産知消」の考え方を柏で広げていき，柏のフ

ァンを増やしていきたい。 

 

＜先端産業との関わりの可能性について＞ 

◆GPS を活用し効率的な農作業の実施や超音波に

よる野菜の洗浄など，生産性を上げるための先端

産業の活用は今すぐに取り組める事項である。特

に野菜の超音波洗浄については今後道の駅でも取

り入れていきたい。 

◆市内で完全人光型の植物栽培ユニットを活用した

事例があるなど，市内においても先端産業を農業

に取り入れている動きも見受けられる。 

◆AI・IoT・ビッグデータの技術は今後のマーケティ

ングの一環としての活用を考えていきたい。 

◆多くの農家は，先端産業への投

資意欲は低い。専業農家なら可

能性はあるが，柏市は兼業農家

がほとんどなので見込みは薄

い。 

◆農家にとって，柏市の税率の高

さが1番のネックとなっている

ため，負担軽減に繋がる税金（固

定資産税等）の税率を柏市には

下げてもらいたい。 
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 現状 課題 将来展望 その他意見，要望等 

商業 

◆柏商工会議所 

◆柏市沼南商工会 

◆サービス業・修理業が多く，純粋な小売業はコン

ビニやスーパーなど少数である。 

◆商店街については，商店街間ごとに差はあるが，

店舗数は減少傾向にある。 

◆今まで買い物に来ていた人たちが最近は来なくな

ったと感じており，外部資本の大手スーパーの進

出による影響を受けていると感じている。 

◆喫緊の課題は各事業所における事業承継であり，

商工会の存続にも関わる最優先事項である。 

◆従業員の確保も重要な課題である。 

◆今後は多様な雇用形態について考えていく必要が

ある。 

  ⇒講習会等を開き，会員向けに啓発実施など 

＜先端産業との関わりの可能性について＞ 

◆レジの IoT 化等，小売業においても先端産業との

関わり方は一般的にあるが，小さい事業所が多く

大きい投資が難しいなか，どのような先端産業を

取り込んでいくかとそのメリットについては，こ

れから検討していきたい。 

◆AI 部会や IoT 部会等，商工会議所等が先端産業に

関する勉強を行う部会を開き，各事業者への参画

を促すなど，先端産業との関わりに向けた機運を

柏市全体で作っていきたい。 

◆柏市ブランドを市として上手く

PR できていない。 

◆ふるさと産品制度の検討など，

市と商工会と連携して産業の

PRについて検討していきたい。 

観光 

◆柏市観光協会 

◆手賀沼アグリビ

ジネスパーク事

業推進協議会 

◆市内の観光スポットを巡るバスツアーの開催，HP

の運営，観光カレンダーおよび絵葉書の作成・販

売，柏踊りの CD の販売，桜まつりの開催，イベ

ント等の飲食店出店チームの派遣等を行ってい

る。 

◆観光振興に関しては柏市との連携は現状あまりな

い。 

◆外国人観光客の来訪が近年増えてきていると考え

ている。柏駅周辺に多く見受けられ，駅から離れ

た寺社仏閣等ではあまり見かけない。 

⇒都内で宿が取れない外国人が柏で宿泊してい

ると考えられる。 

◆野菜の収穫体験（そらまめ，とうもろこし，さつ

まいも等），柏駅と道の駅を結ぶシャトルバスの運

行，手賀沼での小型納涼船の運行等を行っている。 

◆現在は農泊準備段階として沖縄県で農泊の受入団

体を運営している方に指導をしていただいてい

る。 

  ⇒近々，台湾からの修学旅行生を受け入れる予

定となっている。 

◆柏市観光協会の財源の確保が課題である。 

◆柏市は他の観光地と比較したときに優位性を見出

しにくく，魅力発信に向けた PR をあまりできて

いない。 

◆柏市として観光ビジョンの明確化が必要である。 

◆首都圏から最も近い自然湖沼や農産品の収穫体

験，成田からの位置関係など，柏市は交流人口拡

大のポテンシャルを有しており，これらのポテン

シャルを活かした積極的な観光コンテンツの開発

を行う必要があると考えている。 

◆柏市は歴史・文化資源や自然資源，農業など魅力

ある資源が多くある一方で，資源同士の連携はあ

まり行われていない。 

◆農家にとって身体的な負担の大きい収穫という作

業を市内や周辺地域の小中学校や観光客を対象に

収穫体験メニューとして提供するなど，観光を活

用して農業の課題を解決できると考えている。 

◆柏の葉地域に見られる海外の留学生をターゲット

にした PR を行っていくべきである。 

 

◆交流人口の増加に加え，市民や柏市近辺の住民に

柏市の魅力の PR を推進していきたい。 

◆今後，農泊を推進していく予定である。 

◆HP の多言語化や飲食店等での多言語表記メニュ

ーの整備，ハラル対応店舗の整理，これらの情報

を集約化して HP に掲載など，インバウンド受入

体制を整えて行く予定である。 

◆個人客・FIT の獲得を目指したい。 

◆インバウンドを含む市外客向けのレンタサイクル

の提供システムを整備できると良い。 

◆柏での農業収穫体験や農泊の推進により修学旅行

生を柏で受け入れる流れを作ることにより，交流

人口拡大のひとつのモデルを目指している。 

◆観光と農業，観光と先端技術など，他分野との連

携により柏市観光の価値は向上していくだろう。 

 

＜先端産業との関わりの可能性について＞ 

◆AI を活用したスマホでの観光案内や無人バス等に

よる観光客の移動など，先端産業と観光の関わり

の可能性は十分ある。 

◆柏の最先端の技術を有する研究所や工場の見学ツ

アーを開催するなど，先端産業の集積を活用した

観光は有効であり，他地域にはない強みとなる。 

◆柏市にはまだまだ眠っている資

源が多くあると感じているが，

それらの発掘には市が積極的に

行っていくべきだと考えてい

る。 

◆農産品の加工品づくりを支援す

る助成制度等があると，農業の

観光化に大きく寄与できるた

め，市には制度設立をお願いし

たい。 
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６ 用語解説 

・新興国（p.3） 

日欧米などの先進国に対し，現在の経済水準はまだ低いが，高い成長性を秘めた国々のこと。

中南米，東南アジア，中東，東欧など。 

・IoT（p.5，11 など） 

Internet of Things（モノのインターネット）の略称で，世の中に存在するあらゆるものをネ

ットワークでつなごうというコンセプトのこと 

・ビッグデータ（p.5 など） 

従来のデータベース管理システムなどでは記録や保管，解析が難しいような巨大なデータ群。

今までは管理しきれないため見過ごされてきたそのようなデータ群を記録・保管して即座に解析

することで，ビジネスや社会に有用な知見を得たり，これまでにないような新たな仕組みやシス

テムを産み出す可能性が高まるとされている。 

・AI（p.5，10 など） 

Artificial Intelligence（人工知能）の略で，人間が持っている認識や推論などの能力をコンピ

ューターでも可能にするための技術の総称のこと。 

・第４次産業革命（p.5 など） 

18 世紀末以降の水力や蒸気機関による工場の「機械化」である第 1 次産業革命，20 世紀初頭

の分業に基づく電力を用いた「大量生産」である第 2 次産業革命，1970 年代初頭からの電子工

学や情報技術を用いた「自動化」である第 3 次産業革命に続くもので，新たに大量のデータの取

得・分析・実行が可能になる急速な技術革新を指す。「相互協調」「自律化」「高度化」をキーワー

ドとし，機械が自ら判断・機能することなどが可能となる。 

・E コマース（p.7） 

「Electronic Commerce」の略称。インターネットなどのネットワークを介して契約や決済な

どを行う取引形態のこと。 

・モバイルコマース（p.7） 

携帯電話などの携帯情報端末からインターネットに接続し，商取引を行うこと。 

・貿易自由化（p.9） 

国際貿易の活発化をはかるため，貿易取引の阻害要因となっている人為的措置をできるかぎり

撤廃，緩和すること。具体的には，政府による特定輸入品目に対する数量制限や外貨割当てによ

る輸入制限などを廃止またはゆるめること。 

・TPP（p.9） 

「Trans-Pacific Partnership（環太平洋経済連携協定）」の略称。太平洋周辺諸国の間でモノ

やサービスなどの貿易自由化を目指す国際協定のこと。TPP に参加すると，農産物や鉱工業品な

どの関税が撤廃される（あるいは段階的に引き下げられる）ことになるため，多くの国内産業が

影響を受けるとされている。なかでも「関税の撤廃」は，海外の食材が低価格で仕入れられるよ

うになるため，国内の外食産業にはメリットがもたらされると考えられている。 
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・アベノミクス（p.10） 

2012 年 12 月に誕生した安倍晋三内閣の経済政策で，エコノミクスとかけ合わせた造語。「財

政出動」「金融緩和」「成長戦略」という「3 本の矢」で，長期のデフレを脱却し，名目経済成長

率 3%を目指す。 

・Fin Tech（p.10） 

金融を意味する「ファイナンス（Finance）」と，技術を意味する「テクノロジー（Technology）」

を組み合わせた造語で，金融サービスと情報技術を結びつけたさまざまな革新的な動きを指す。

身近な例では，スマートフォンなどを使った送金もその一つ。 

・PPP／PFI（p.10） 

PPP は「Public Private Partnership」の略称で，公民が連携して公共サービスの提供を行う

スキームのこと。また，PFI は，「Private Finance Initiative」の略称で，公共施設等の設計，

建設，維持管理及び運営に，民間の資金とノウハウを活用し，公共サービスの提供を民間主導で

行うことで，効率的かつ効果的な公共サービスの提供を図るという考え方。PFI は，PPPの代表

的な手法の一つ。 

・スマートシティ（p.10，13 など） 

IoT（Internet of Things：モノのインターネット）の先端技術を用いて，基礎インフラと生活

インフラ・サービスを効率的に管理・運営し，環境に配慮しながら，人々の生活の質を高め，継

続的な経済発展を目的とした新しい都市のこと。 

・スマートグリッド（p.13） 

スマートグリッドとは，リアルタイムで電力需要を把握し，IT を利用して供給側と需要側の双

方から電力の流れを最適化するための送電網のこと。スマート（賢い）とグリッド（送電網）を

組み合わせたもので，日本語では次世代送電網と呼ばれている。 

・再生可能エネルギー（p.13 など） 

石油や石炭，天然ガスといった有限な資源である化石エネルギーとは違い，太陽光や風力，地

熱といった地球資源の一部など自然界に常に存在するエネルギーのこと。「枯渇しない」「どこに

でも存在する」「CO2を排出しない（増加させない）」の 3点が大きな特徴。 

・オープンデータ（p.16） 

国，地方公共団体及び事業者が保有する官民データのうち，国民誰もがインターネット等を通

じて容易に利用（加工，編集，再配布等）できるよう，①営利目的，非営利目的を問わず二次利

用可能なルールが適用されたもの，②機械判読に適したもの，③無償で利用できるもの，のいず

れの項目にも該当する形で公開されたデータのこと。 

・ワンストップショッピング（p.31） 

さまざまな商品を 1 カ所で買い求める購買行動，またはそのような購買を可能にする施設。 

・ライフサイエンス（p.15，22 など） 

生物体と生命現象を取り扱い，生物学・生化学・医学・心理学・生態学のほか社会科学なども

含めて総合的に研究する学問。生命科学。 
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・インキュベーションマネージャー事業（P.43，45） 

インキュベーションとは，直訳すると卵をかえす「孵化（ふか）」という意味であり，事業の創

出や創業を支援する活動のこと。本事業は，産学官連携や国の補助金制度等について，専門的な

知識を有する者をインキュベーションマネージャーとして配置し，市内事業者に対し，生産力・

販売力向上のための支援を実施するもの。 

・マーケティングリサーチャー事業（P.42，45） 

マーケティングリサーチャー事業は，AI・IoT 分野を中心に製造からサービス分野まで幅広い市

場の最新情報を，市外企業等への訪問活動等により収集し，市内事業者等に対し提供を行うもの。

また，市内と市外事業者とのマッチング促進を行うとともに，本市のポテンシャルを対外的に発

信し，本市知名度の向上を図る。 

・6 次産業化（P.49） 

農林漁業（1次産業）と，製造業（2次産業），流通・販売業（3 次産業）を総合的かつ一体的

に推進し，新たな付加価値を生み出す取組のこと。農業を 1次産業としてだけではなく，加工な

どの 2 次産業，さらにはサービスや販売などの 3 次産業までを含め，1 次から 3 次まで一体化

した産業として，農業の可能性を広げようとするもの。 

 

 


